
別 紙 ２ 
 

ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度に基づく 
検証結果（平成２４年度） 

 
平 成 ２ ５ 年 ３ 月 
総 務 省 

 
Ⅰ 制度の概要 

 
総務省は、電気通信市場における公正競争環境の確保等を通じてブロードバンドの普及促

進を図る観点から、ブロードバンドの普及に係る指標の達成度合いや公正競争要件の遵守状

況等について総合的に検証するため、本年度より「ブロードバンド普及促進のための公正競争

レビュー制度」を運用することとした。 
同制度の運用に係る方針については、「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー

制度の運用に関するガイドライン」（平成２４年５月公表）に示しているとおりである。 
 
Ⅱ 今回の検証プロセス 
 

本検証においては、上記ガイドラインに則し、「ブロードバンド普及促進に係る取組状況等に

関する検証」及び「ＮＴＴ東西等における規制の遵守状況等の検証」を行った。 
「ブロードバンド普及促進に係る取組状況等に関する検証」では、①ブロードバンド普及状況

及び②関係主体の取組に関する検証を行った。 
①については、基盤整備状況に関する電気通信事業者からの情報提供等に基づく集計、電

気通信事業分野における競争状況の評価（以下「競争評価」という。）、電気通信サービスの契

約数及びシェアに関する四半期データ等に基づき、定点観測が可能となるようデータの整理を

行った。 
②については、ブロードバンド普及促進のための「基本方針」及び「工程表」の公表（平成２２

年１２月）以降の法令改正や法令に基づく認可、主要な政策決定・検討等の政府の取組や、こ

れら政府の取組に関連する地方公共団体・電気通信事業者の取組等のうち、検証の趣旨に

照らして重要と考えられるものについて整理を行った。 
「ＮＴＴ東西等における規制の遵守状況等の検証」では、平成２４年７月、当該検証の対象と

なる事項について意見募集を行ったところ、計１０者から意見が提出された。同年８月、当該意

見募集の結果を公表するとともに再意見の募集を行ったところ、計１３者から意見が提出され

た（同年１０月、再意見募集の結果を公表）。 
当該意見募集及び再意見募集の結果を踏まえ、寄せられた意見（６７項目に整理）に対する

総務省の考え方を参考資料１のとおり取りまとめ、これを基に今回の検証結果案を公表、意見

募集を行ったところ、１０者からの意見が提出された。 
これらを踏まえ、以下のとおりブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度に基

づく検証結果（平成２４年度）を取りまとめた。なお、検証結果案に対して寄せられた意見（７２

項目に整理）に対する総務省の考え方は、参考資料２のとおりである。 
 



＜検証結果の構成＞ 
 

１ ブロードバンド普及促進に係る取組状況等に関する検証 
（１）ブロードバンド普及状況に関する検証 

ア ブロードバンド基盤の整備率及び利用率に関する検証（基盤整備率、基盤利用率） 
イ ブロードバンド市場環境に関する検証（契約数、提供事業者数、市場シェア、市場集中度） 
ウ ブロードバンド利用環境に関する検証（利用者料金、接続料と利用者料金との関係） 

（２）関係主体の取組に関する検証 
ア 未整備地域における基盤の整備に関する取組 
イ 公正競争環境の整備に関する取組 
ウ ＩＣＴ利活用の促進に関する取組 

２ ＮＴＴ東西等における規制の遵守状況等の検証 
（１）第一種指定電気通信設備に関する検証 

ア 指定要件に関する検証 
イ 指定の対象に関する検証 
ウ アンバンドル機能の対象に関する検証 
エ その他 

（２）第二種指定電気通信設備に関する検証 
（３）禁止行為に関する検証 

ア 第二種指定電気通信設備に係る禁止行為規制の適用事業者の指定要件に関する

検証 
イ 指定電気通信設備制度における禁止行為規制の運用状況に関する検証 
ウ 特定関係事業者制度に係る禁止行為規制の運用状況に関する検証 

（４）業務委託先子会社等監督の運用状況に関する検証 
（５）機能分離の運用状況に関する検証 
（６）日本電信電話株式会社等に係る公正競争要件の検証 
（７）その他 

 
Ⅲ 検証結果 
 
１ ブロードバンド普及促進に係る取組状況等に関する検証 
 
（１）ブロードバンド普及状況に関する検証 
 

ア ブロードバンド基盤の整備率及び利用率に関する検証 
 

（ア）基盤整備率 
 

平成２３年度末時点におけるブロードバンドサービス 1の基盤整備率（サービスを利用

1 基盤整備率の算定に当たっては、ＦＴＴＨ、ＤＳＬ、ＣＡＴＶインターネット、ＦＷＡ、衛星、ＢＷＡ、３．５世代携

2 
 

                                                 



可能な世帯数が全世帯数に占める割合 2をいう。以下同じ。）は、次のとおりである（かっ

こ内は固定系ブロードバンド 3のみの数値）。 
 

 平成２３年度末 平成２２年度末 （参考）平成２１年度末 
全 国 100.0% (99.7%) 100.0% (99.2%) 99.9% (99.1%) 

 
平成２３年度末時点における超高速ブロードバンドサービス 4の基盤整備率は、都道府

県別に次のとおりである（かっこ内は固定系超高速ブロードバンド 5のみの数値）。 
 

 平成２３年度末 平成２２年度末 （参考）平成２１年度末 
北 海 道 94.9% (92.2%) 85.5% (85.5%) 84.8% (84.8%) 
青 森 県 90.0% (88.9%) 77.7% (77.7%) 77.0% (77.0%) 
岩 手 県 89.4% (88.8%) 79.3% (79.3%) 76.4% (76.4%) 
宮 城 県 98.5% (96.4%) 91.2% (91.2%) 90.4% (90.4%) 
秋 田 県 92.5% (92.5%) 77.6% (77.6%) 76.6% (76.6%) 
山 形 県 95.8% (95.6%) 81.0% (81.0%) 80.2% (80.2%) 
福 島 県 97.7% (97.5%) 86.6% (86.6%) 85.8% (85.8%) 
茨 城 県 96.5% (94.5%) 84.2% (84.2%) 84.1% (84.1%) 
栃 木 県 99.7% (99.5%) 96.6% (96.6%) 96.6% (96.6%) 
群 馬 県 99.9% (99.9%) 93.1% (93.1%) 93.1% (93.1%) 
埼 玉 県 99.9% (99.9%) 98.4% (98.4%) 98.4% (98.4%) 
千 葉 県 99.1%  (98.8%) 94.3% (94.3%) 94.0% (94.0%) 
東 京 都 100.0% (100.0%) 99.9% (99.9%) 99.9% (99.9%) 
神奈川県 100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 
新 潟 県 97.0% (97.0%) 86.8% (86.8%) 86.0% (86.0%) 
富 山 県 96.1% (96.1%) 89.7% (89.7%) 87.6% (87.6%) 
石 川 県 99.2% (99.2%) 97.8% (97.8%) 97.3% (97.3%) 
福 井 県 95.5% (95.1%) 92.4% (92.4%) 91.0% (91.0%) 
山 梨 県 97.0% (96.9%) 87.1% (87.1%) 87.0% (87.0%) 
長 野 県 97.4% (96.4%) 94.5% (94.5%) 93.9% (93.9%) 
岐 阜 県 97.4% (96.9%) 92.1% (92.1%) 89.7% (89.7%) 

帯電話の合計を指す。なお、本検証における「ブロードバンド」、「超高速ブロードバンド」等の定義は、データ

の入手状況等を踏まえ、「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度の運用に関するガイドラ

イン」脚注に示す定義とは一部異なっている。 
2 住民基本台帳に基づく世帯数から算出。 
3 基盤整備率の算定に当たっては、ＦＴＴＨ、ＤＳＬ、ＣＡＴＶインターネット、ＦＷＡ、衛星、ＢＷＡ（地域ＷｉＭＡＸ

に限る。）の合計を指す。なお、衛星は平成２３年度末より集計。 
4 基盤整備率の算定に当たっては、ＦＴＴＨ、ＣＡＴＶインターネット、ＦＷＡ、ＢＷＡ（ＦＴＴＨ以外は下り３０Ｍｂｐ

ｓ以上のものに限る。）の合計を指す。なお、ＦＷＡ、ＢＷＡは平成２３年度末より集計。 
5 基盤整備率の算定に当たっては、ＦＴＴＨ、ＣＡＴＶインターネット、ＦＷＡ（ＦＴＴＨ以外は下り３０Ｍｂｐｓ以上

のものに限る。）の合計を指す。 
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静 岡 県 94.6% (92.9%) 85.7% (85.7%) 85.5% (85.5%) 
愛 知 県 100.0% (99.9%) 99.7% (99.7%) 99.3% (99.3%) 
三 重 県 100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 
滋 賀 県 99.9% (99.9%) 99.7% (99.7%) 99.6% (99.6%) 
京 都 府 99.7% (99.6%) 96.3% (96.3%) 94.7% (94.7%) 
大 阪 府 100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 
兵 庫 県 98.6% (98.6%) 96.6% (96.6%) 95.8% (95.8%) 
奈 良 県 99.7% (99.6%) 99.4% (99.4%) 98.8% (98.8%) 
和歌山県 98.8% (98.8%) 95.6% (95.6%) 94.9% (94.9%) 
鳥 取 県 93.4% (92.6%) 86.9% (86.9%) 85.0% (85.0%) 
島 根 県 93.3% (92.6%) 81.2% (81.2%) 76.0% (76.0%) 
岡 山 県 91.9% (89.8%) 83.4% (83.4%) 79.8% (79.8%) 
広 島 県 93.6% (91.8%) 88.2% (88.2%) 86.9% (86.9%) 
山 口 県 94.4% (93.2%) 89.3% (89.3%) 87.8% (87.8%) 
徳 島 県 98.7% (98.7%) 98.7% (98.7%) 90.0% (90.0%) 
香 川 県 92.8% (87.9%) 79.1% (79.1%) 74.7% (74.7%) 
愛 媛 県 94.9% (93.1%) 90.4% (90.4%) 77.2% (77.2%) 
高 知 県 84.5% (84.5%) 65.0% (65.0%) 59.4% (59.4%) 
福 岡 県 98.1% (94.4%) 90.1% (90.1%) 89.9% (89.9%) 
佐 賀 県 99.5% (96.6%) 85.4% (85.4%) 70.1% (70.1%) 
長 崎 県 84.8% (81.5%) 74.7% (74.7%) 73.7% (73.7%) 
熊 本 県 87.7% (85.1%) 73.8% (73.8%) 72.8% (72.8%) 
大 分 県 97.4% (97.1%) 88.3% (88.3%) 82.1% (82.1%) 
宮 崎 県 89.8% (88.6%) 78.9% (78.9%) 78.4% (78.4%) 
鹿児島県 83.1% (80.0%) 68.0% (68.0%) 67.5% (67.5%) 
沖 縄 県 92.6% (89.8%) 87.2% (87.2%) 76.0% (76.0%) 
全 国 97.3% (96.5%) 92.7% (92.7%) 91.6% (91.6%) 

 
このように、ブロードバンドサービスの基盤整備率及び全都道府県における超高速ブロ

ードバンドサービスの基盤整備率は、平成２１年度末から平成２３年度末にかけて向上し

ており、ブロードバンド基盤の整備が進んでいる。 
ただし、超高速ブロードバンドサービスの基盤整備率は、東名阪を中心とする三大都市

圏において比較的高い数値となっている一方で、東北・四国・九州の一部では９０％を下

回っている等、地域によって差が見られる。 
 

（イ）基盤利用率 
 

平成２４年１２月末時点における固定系ブロードバンドサービス 6の基盤利用率（サービ

6 基盤利用率の算定に当たっては、ＦＴＴＨ、ＤＳＬ、ＣＡＴＶインターネット、ＦＷＡ、ＢＷＡ（地域ＷｉＭＡＸに限
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スの契約数が全世帯数に占める割合をいう。以下固定系ブロードバンドサービス及び固

定系超高速ブロードバンドサービス 7について同じ。）は、都道府県別に次のとおりであ

る。 
 

 
平成２４年 
１２月末 

平成２３年度末 平成２２年度末 
（参考） 

平成２１年度末 
北 海 道 50.1% 49.3% 47.8% 46.3% 
青 森 県 43.6% 42.5% 40.8% 38.9% 
岩 手 県 49.5% 48.0% 46.2% 44.1% 
宮 城 県 62.5% 60.6% 58.8% 56.4% 
秋 田 県 51.0% 49.6% 47.5% 45.4% 
山 形 県 59.7% 57.8% 55.7% 53.6% 
福 島 県 52.6% 50.6% 48.6% 46.4% 
茨 城 県 60.3% 59.3% 58.3% 56.5% 
栃 木 県 61.8% 60.4% 59.0% 56.9% 
群 馬 県 61.7% 60.6% 58.8% 57.0% 
埼 玉 県 69.7% 69.3% 68.8% 67.1% 
千 葉 県 69.3% 68.9% 68.2% 68.1% 
東 京 都 79.6% 79.9% 79.2% 78.2% 
神奈川県 77.2% 76.9% 76.0% 73.7% 
新 潟 県 61.6% 60.1% 58.0% 55.3% 
富 山 県 67.1% 65.6% 64.2% 62.1% 
石 川 県 62.6% 61.6% 60.3% 58.0% 
福 井 県 70.8% 69.3% 67.3% 64.5% 
山 梨 県 61.2% 60.0% 58.6% 56.3% 
長 野 県 64.5% 63.1% 61.0% 58.9% 
岐 阜 県 64.8% 63.5% 62.2% 59.8% 
静 岡 県 67.0% 66.3% 65.8% 65.0% 
愛 知 県 70.0% 69.1% 68.4% 66.6% 
三 重 県 63.9% 62.8% 61.1% 59.6% 
滋 賀 県 71.8% 70.1% 69.0% 66.9% 
京 都 府 69.3% 68.3% 67.4% 65.1% 
大 阪 府 76.9% 76.5% 76.2% 72.9% 
兵 庫 県 66.5% 65.7% 64.2% 62.6% 
奈 良 県 66.7% 65.5% 64.4% 62.2% 
和歌山県 58.5% 57.1% 55.5% 53.3% 

る。）を指す。 
7 基盤利用率の算定に当たっては、ＦＴＴＨ、ＣＡＴＶインターネット（下り３０Ｍｂｐｓ以上のものに限る。）を指

す。 
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鳥 取 県 55.9% 54.8% 53.5% 50.8% 
島 根 県 54.1% 52.4% 50.0% 47.8% 
岡 山 県 58.0% 57.0% 55.9% 54.2% 
広 島 県 57.5% 56.8% 55.7% 53.8% 
山 口 県 54.9% 53.8% 52.6% 50.2% 
徳 島 県 56.0% 54.6% 53.2% 50.6% 
香 川 県 56.9% 55.8% 54.1% 52.2% 
愛 媛 県 49.5% 48.7% 46.9% 45.2% 
高 知 県 42.3% 41.8% 39.4% 37.3% 
福 岡 県 61.5% 61.1% 60.8% 59.3% 
佐 賀 県 47.5% 46.3% 44.8% 43.0% 
長 崎 県 45.8% 45.0% 43.6% 41.7% 
熊 本 県 47.8% 47.3% 46.1% 43.8% 
大 分 県 52.2% 51.4% 49.1% 46.7% 
宮 崎 県 44.0% 43.2% 41.8% 40.1% 
鹿児島県 38.9% 38.1% 36.7% 35.0% 
沖 縄 県 46.0% 45.1% 44.4% 42.7% 
全 国 65.2% 64.5% 63.4% 61.6% 

 
平成２４年１２月末時点における固定系超高速ブロードバンドサービスの基盤利用率は、

都道府県別に次のとおりである。 
 

 
平成２４年 
１２月末 

平成２３年度末 平成２２年度末 
（参考） 

平成２１年度末 
北 海 道 36.7% 34.2% 30.6% 26.8% 

青 森 県 28.1% 24.8% 20.6% 16.8% 

岩 手 県 34.2% 30.6% 26.2% 22.6% 

宮 城 県 47.7% 42.9% 37.3% 32.0% 

秋 田 県 33.7% 29.6% 24.7% 20.3% 

山 形 県 43.3% 39.0% 32.8% 27.6% 

福 島 県 41.2% 36.2% 31.6% 27.1% 

茨 城 県 43.8% 39.7% 34.6% 30.1% 

栃 木 県 48.6% 43.7% 38.5% 32.6% 

群 馬 県 48.7% 45.0% 39.4% 33.4% 

埼 玉 県 49.1% 46.5% 43.1% 38.7% 

千 葉 県 50.6% 48.1% 44.1% 40.0% 

東 京 都 59.7% 58.0% 54.6% 51.1% 

神奈川県 55.1% 52.6% 48.3% 43.5% 

新 潟 県 45.6% 41.1% 35.1% 29.2% 
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富 山 県 34.4% 30.6% 26.4% 22.3% 

石 川 県 43.4% 40.7% 36.2% 31.4% 

福 井 県 43.6% 36.1% 31.8% 26.5% 

山 梨 県 44.4% 40.7% 36.0% 30.6% 

長 野 県 45.8% 42.2% 37.8% 33.3% 

岐 阜 県 45.2% 40.1% 35.6% 30.5% 

静 岡 県 48.8% 45.3% 40.7% 35.6% 

愛 知 県 54.8% 49.8% 45.3% 39.2% 

三 重 県 39.5% 35.4% 31.9% 28.4% 

滋 賀 県 60.7% 57.3% 53.8% 48.9% 

京 都 府 56.6% 53.7% 49.7% 43.4% 

大 阪 府 58.9% 56.0% 51.6% 46.1% 

兵 庫 県 51.3% 48.7% 43.8% 38.6% 

奈 良 県 51.9% 49.2% 45.4% 39.6% 

和歌山県 46.9% 44.3% 40.9% 36.0% 

鳥 取 県 33.9% 31.5% 28.4% 23.6% 

島 根 県 35.1% 31.4% 25.1% 20.7% 

岡 山 県 38.9% 35.9% 32.1% 27.9% 

広 島 県 43.7% 41.4% 37.7% 33.3% 

山 口 県 31.2% 28.6% 24.7% 21.0% 

徳 島 県 43.6% 40.5% 36.3% 30.1% 

香 川 県 39.6% 36.0% 29.3% 24.5% 

愛 媛 県 31.3% 28.8% 24.8% 21.0% 

高 知 県 30.5% 28.7% 23.7% 19.0% 

福 岡 県 44.5% 42.4% 39.5% 35.4% 

佐 賀 県 24.9% 22.1% 19.2% 16.3% 

長 崎 県 25.0% 23.1% 20.2% 16.9% 

熊 本 県 32.7% 30.9% 27.9% 24.2% 

大 分 県 32.4% 30.2% 26.2% 23.1% 

宮 崎 県 26.4% 24.3% 20.8% 18.3% 

鹿児島県 27.4% 25.3% 22.0% 19.4% 

沖 縄 県 34.3% 31.8% 28.6% 24.3% 

全 国 47.6% 44.7% 40.6% 36.0% 

 
平成２４年１２月末時点における移動系超高速ブロードバンドサービス 8の基盤利用率

（契約数が全人口に占める割合をいう。以下移動系超高速ブロードバンドサービスについ

て同じ。）は、次のとおりである。 
 

8 ３．９世代携帯電話、ＢＷＡ（地域ＷｉＭＡＸを除く。）の合計を指す。 
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平成２４年 
１２月末 

平成２３年度末 平成２２年度末 
（参考） 

平成２１年度末 
全 国 14.4% 3.6% 0.7% 0.1% 

 
このように、全都道府県における固定系ブロードバンドサービスの基盤利用率及び固

定系超高速ブロードバンドサービスの基盤利用率は、平成２１年度末から平成２４年１２

月末にかけて向上しており、ブロードバンド基盤の利用が一定程度進んでいる。 
また、基盤整備率と同様、基盤利用率についても、東名阪を中心とする三大都市圏に

おいて比較的高い数値となっている等、地域によって差が見られる。 
移動系超高速ブロードバンドサービスについては、平成２２年１２月より３．９世代携帯

電話サービスの提供が開始されたこと等を受けて、急速に基盤利用率が向上しており、

今後、固定系超高速ブロードバンドサービスとの関係を含めて注視する必要がある。 
 

イ ブロードバンド市場環境に関する検証 
 

（ア）契約数 
 

平成２４年１２月末時点におけるブロードバンドサービス等の契約数は、次のとおりであ

る（かっこ内は対前年１２月末比の増減率）。 
 

 平成２４年１２月末 平成２３年１２月末 
（参考） 

平成２２年１２月末 
ＦＴＴＨサー

ビス 
2,354.7 万 （＋7.5%） 2,189.9 万 

 
（＋10.8%） 1,975.7 万 

ＡＤＳＬサー

ビス 
574.0 万 （▲18.7%） 705.8 万 （▲17.9%） 859.3 万 

ＣＡＴＶイン

ターネットサ

ービス 

600.8 万 （＋1.7%） 590.9 万 （＋4.3%） 566.6 万 

移動体デー

タ通信サー

ビス 9 

－ － － 

 
このように、ＦＴＴＨサービス及びＣＡＴＶインターネットサービスの契約数は、増加率につ

9
 電気通信事業報告規則（昭和６３年郵政省令第４６号。以下「報告規則」という。）に基づき平成２５年３月

までに収集したデータのみでは、移動体データ通信サービスに関するデータを正確に把握していないこと等

から、今年度の検証においては記載しない。ただし、移動体データ通信サービスは、移動系超高速ブロード

バンドサービスを中心に急速な普及を見せており、ブロードバンド市場環境に関する検証等において重要な

位置付けを有していることを踏まえ、報告規則の改正を行い（平成２５年２月公布・施行）、平成２５年度の検

証においてはデータを記載することとする。 
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いては鈍化傾向にあるものの、増加数がＡＤＳＬサービスの契約数の減少を上回っており、

超高速ブロードバンドへの移行を伴う普及が進んでいる。 
 

（イ）提供事業者数 
 

平成２４年１２月末時点におけるブロードバンドサービス等の提供事業者数は、次のと

おりである（かっこ内は対前年１２月末比の増減数）。 
 

 平成２４年１２月末 平成２３年１２月末 
（参考） 

平成２２年１２月末 
ＦＴＴＨサー

ビス 
234 （＋6） 228 

 
（＋21） 207 

ＡＤＳＬサー

ビス 
34 （▲2） 36 （▲4） 40 

ＣＡＴＶイン

ターネットサ

ービス 

360 （▲2） 362 （▲16） 378 

移動体デー

タ通信サー

ビス 10 

 －  － － 

 
このように、ＡＤＳＬサービス及びＣＡＴＶインターネットサービスの提供事業者数は減少

している 11ものの、ＦＴＴＨサービスの提供事業者数は増加している。 
 

（ウ）市場シェア 
 

平成２４年１２月末時点におけるブロードバンドサービス等の主な電気通信事業者の契

約数に基づく市場シェア 12は、次のとおりである。 
 

 平成２４年１２月末 平成２３年１２月末 
（参考） 

平成２２年１２月末 
ＦＴＴＨサー

ビス 
NTT 東日本 
NTT 西日本 
KDDI 
電力系事業者 
UCOM 

41.0% 
31.9% 
11.0% 
8.9% 
2.2% 

NTT 東日本 
NTT 西日本 
KDDI 
電力系事業者 
UCOM 

42.1% 
32.3% 
9.1% 
9.2% 
2.2% 

NTT 東日本 
NTT 西日本 
電力系事業者 
KDDI 
UCOM 

42.3% 
32.2% 
9.1% 
8.6% 
2.6% 

10
 報告規則に基づき平成２５年３月までに収集したデータのみでは、移動体データ通信サービスの提供事

業者数を正確に把握していないこと等から、記載しない。 
11 ＣＡＴＶインターネットサービスについては、（ア）のとおり契約数は増加しているが、事業者の合併等によ

り提供事業者数は減少している。 
12 全国を一の市場として算出している。 
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その他 4.9% その他 5.1% その他 5.1% 

Ａ Ｄ Ｓ Ｌ サ

ービス 
ソフトバンク

BB 
NTT 東日本 
NTT 西日本 
イー・アクセス 
その他 

39.6% 
 

16.2% 
18.1% 
23.2% 
2.9% 

ソフトバンク

BB 
NTT 東日本 
NTT 西日本 
イー・アクセス 
その他 

38.8% 
 

17.1% 
17.6% 
23.5% 
3.0% 

ソフトバンク

BB  
NTT 東日本   
NTT 西日本  
イー・アクセス  
その他  

38.3% 
 

17.4% 
17.6% 
23.7% 
3.0% 

ＣＡＴＶイン

ターネッ ト

サービス 

ジェイコムグル

ープ 
JCN グループ 
イッツ・コミュニ

ケーションズ 
その他 

50.2% 
 

9.6% 
3.1% 

 
37.1% 

ジェイコムグル

ープ 
JCN グループ 
イッツ・コミュニ

ケーションズ 
その他 

49.9% 
 

9.2% 
2.8% 

 
38.1% 

ジェイコムグル

ープ 
JCN グループ 
イッツ・コミュニ

ケーションズ 
その他 

49.4% 
 

8.8% 
2.4% 

 
39.5% 

ＦＴＴＨ、Ａ

ＤＳＬ、ＣＡ

Ｔ Ｖ イ ン タ

ーネットの

サ ー ビ ス

全体 

NTT 東日本 
NTT 西日本 
ジェイコムグル

ープ 
KDDI 
 
ソフトバンクグ

ループ 
電力系事業者 
イー・アクセス 
その他 

30.0% 
24.2% 
8.6% 

 
7.3% 

 
6.5% 

 
6.0% 
3.8% 

13.6% 

NTT 東日本 
NTT 西日本 
ジェイコムグル

ープ 
ソフトバンクグ

ループ 
KDDI 
 
電力系事業者 
イー・アクセス 
その他 

29.9% 
23.9% 
8.5% 

 
7.9% 

 
5.8% 

 
5.8% 
4.8% 

13.4% 

NTT 東日本 
NTT 西日本 
ソフトバンクグ

ループ 
ジェイコムグル

ープ 
イー・アクセス 
 
電力系事業者 
KDDI 
その他 

28.9% 
23.2% 
9.7% 

 
8.3% 

 
6.0% 

 
5.4% 
5.0% 

13.5% 

移 動 体 デ

ー タ 通 信

サービス 

 －  －  － 

 
平成２４年３月末時点における加入者回線数のシェアは、次のとおりである。 
 

 平成２４年３月末 平成２３年３月末 
（参考） 

平成２２年３月末 
光ファイバ回線 NTT東西 

NCC 
77.3% 
22.7% 

NTT東西 
NCC 

77.2% 
22.8% 

NTT東西 
NCC 

77.3% 
22.7% 

全回線 13 NTT東西 
NCC 

85.3% 
14.7% 

NTT東西 
NCC 

86.3% 
13.7% 

NTT東西 
NCC 

87.9% 
12.1% 

 
このように、現在の固定系ブロードバンドサービスの主流となっているＦＴＴＨサービスに

13 具体的には、報告規則様式第２１に掲げるとおりであり、メタル回線、光ファイバ回線、同軸回線等を指

す。 
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ついて、ＮＴＴ東西 14のシェアが高い水準で推移している。 
また、回線数シェアについても、ＮＴＴ東西のシェアが高い水準で推移している。 
なお、「電気通信事業分野における競争状況の評価２０１１」（平成２４年９月公表）にお

いては、戦略的評価として、「ＦＴＴＨ市場における事業者間取引の状況」についての分析

を行っている。このうち、ＮＴＴ東西による光ファイバの貸出回線数及び当該回線数のＮＴＴ

東西の保有光ファイバ回線数に占める割合（都道府県別）は、別添１のとおりである。 
 

（エ）市場集中度 
 

平成２４年１２月末時点におけるブロードバンドサービス等の市場集中度（ＨＨＩ15）は、

次のとおりである 16。 
 

 平成２４年１２月末 平成２３年１２月末 
（参考） 

平成２２年１２月末 
ＦＴＴＨサービス 5,516 5,721 5,718 
ＡＤＳＬサービス 3,284 3,268 3,257 
ＣＡＴＶインターネ

ットサービス 
2,645 2,604 2,541 

ＦＴＴＨ、ＡＤＳＬ、Ｃ

ＡＴＶインターネット

のサービス全体 

3,163 3,126 2,975 

移動体データ通信

サービス 
- - - 

 
このように、ＦＴＴＨサービスの市場集中度は若干減少しているものの、各ブロードバン

ドサービス等の市場集中度 17は、寡占的な市場で見られるような高い水準で推移してい

14 ＮＴＴ東日本（東日本電信電話株式会社をいう。以下同じ。）及びＮＴＴ西日本（西日本電信電話株式会社

をいう。以下同じ。）をいう。以下同じ。 
15 ＨＨＩ（Herfindahl-Hirschman Index：ハーフィンダール・ハーシュマン指数）とは、当該市場における各事業

者の有するシェアの二乗和として算出される指標である。例えば、それぞれ４０％、２０％、１５％、１５％、１

０％の市場シェアを有する５事業者によって構成される市場のＨＨＩは、２，５５０（＝４０２＋２０２＋１５２＋１５２

＋１０２）と計算される。ＨＨＩは、完全競争的な市場における０に近い値から完全な独占市場における１０，００

０までの範囲の値をとる。 
16 サービス毎及びサービス全体でそれぞれ次の事業者を１社として算出を行っている。 

・ ＦＴＴＨサービス：ＮＴＴ東西、電力系事業者 
・ ＡＤＳＬサービス：ＮＴＴ東西 
・ ＣＡＴＶインターネットサービス：ジェイコムグループ、ＪＣＮグループ 

17 公正取引委員会「企業結合審査における独占禁止法の運用指針」（平成２３年６月改定）においては、市

場集中度について、次の考え方が示されている。 
・ 垂直型企業結合の場合 

企業結合後：シェア１０％以下、又はＨＨＩ２，５００以下（かつシェア２５％以下）「競争を実質的に制限

することとなるとは考えられない」 
企業結合後：ＨＨＩ２，５００以下（かつシェア３５％以下）「競争を実質的に制限することとなるおそれは
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る。 
 

ウ ブロードバンド利用環境に関する検証 
 
（ア）利用者料金 
 

主なブロードバンドサービス等の利用者料金の推移は、別添２のとおりである。 
ＦＴＴＨについては、近年、おおむね同水準で推移しているものの、集合住宅向けサービス

の料金はＡＤＳＬの料金と競争的な水準にあるといえるとともに、固定系通信事業者の一部

は、戸建て向けと集合住宅向けの双方について、料金の二段階定額制により、利用量の少

ない利用者が比較的低廉な料金でサービスを利用可能な料金プランを提供している。ＡＤＳ

Ｌについては、近年、伝送速度の高速化は見られず、料金水準にも大きな変化は見られな

い。ＣＡＴＶインターネットについては、最近では料金水準に大きな変化は見られない。 
移動体データ通信サービスについては、ＭＮＯ各社の提供するサービスに関し、基本使

用料は長期的に低廉化がみられるものの、この数年は同水準で推移している。他方、デー

タ定額通信料についてはほぼ変化がなく、むしろスマートフォンの利用を前提としたフルブラ

ウザ用料金がフィーチャーフォン向けブラウザ用料金よりも高く設定されている。また、ユー

ザ一人当たりの平均トラヒックが約１．６ＧＢ／月 18と推計される中で、ＭＮＯ各社のスマート

フォン用の定額制プランにおいては、通信速度が制限されない通信量の上限 19は一部の料

金プランを除き一律７ＧＢ／月 20となっており、平均トラヒックとの間に乖離が見られるところ

である。他方、ＭＶＮＯの中には、通信速度が制限されない通信量の上限を１ＧＢ／月や２Ｇ

Ｂ／月とした低中利用者向けのより低料金の定額プランを提供している者も存在する。 
さらに、ＭＮＯ２社は、３．９世代携帯電話サービスにおいて二段階定額制の料金プランも

提供しているが、高速・大容量サービスの提供が可能な３．９世代携帯電話サービスであっ

ても、その二段階定額制の上限に達する通信量は一律１５５ＭＢ／月となっており、上述の

ユーザ一人当たりの平均トラヒック推計の約１．６ＧＢ／月と比して低い通信量に設定されて

いる。 
このような中で、固定系通信事業者の一部は、新規加入者を対象とした割引キャンペーン

や、利用年数に応じて料金を割り引くサービスの提供を開始している。また、移動系通信事

業者の一部は、自社グループ内事業者又はＣＡＴＶ事業者等の固定系ブロードバンドサービ

スと組み合わせ、スマートフォンの料金の割引を行う固定系と移動系の連携サービスを展開

小さい」 
・ 水平的企業結合の場合 

企業結合後：ＨＨＩ１，５００以下、又はＨＨＩ１，５００超２，５００以下（かつＨＨＩ増分２５０以下）、又はＨＨＩ

２，５００超（かつＨＨＩ増分１５０以下）「競争を実質的に制限することとなるとは通常考えられない」 
18 総務省「無線ＬＡＮビジネス研究会」報告書（平成２４年７月公表）参考資料２「移動通信トラヒックの将来

動向」におけるスマートフォンのトラヒック需要の推計（平成２４年３月時点）による。 
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/02kiban04_03000093.html  
19 各社とも、通信速度制限が課された場合でも、追加料金を支払うことにより通信速度制限が解除できるよ

うに設定している。 
20 例えば、ＮＴＴドコモは、平成２４年１０月より通信速度が制限されない通信量の上限を３ＧＢ／月とする料

金プランも提供している。 
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している。これらサービス等がブロードバンド利用環境等に与える影響について、今後注視

していくことが必要である。 
なお、「電気通信サービスに係る内外価格差調査 －平成２３年度調査結果－」（平成２４

年８月公表）においては、ブロードバンドサービス等に係る東京と海外６都市の料金を比較し

ている。同調査結果においては、例えばＦＴＴＨについては、１Ｍｂｐｓ当たりに換算して比較

すると、調査対象事業者の戸建て向けと集合住宅向けサービスに関し、東京は共に低廉な

水準にあると評価している。他方、携帯電話の音声・メール・データ利用については、調査対

象事業者のフィーチャーフォンユーザとスマートフォンユーザに関し、東京は共に最も高い水

準にあると評価している 21。 
 

（イ）接続料と利用者料金との関係 
 

ＦＴＴＨサービス及びＡＤＳＬサービスに関するＮＴＴ東西の接続料の推移は、別添３のとお

りである。 
総務省は、「接続料と利用者料金との関係の検証（スタックテスト）の運用に関するガイド

ライン」（平成２４年７月改定）に従い、実績原価に基づき毎事業年度再計算して算定される

接続料の認可時及び対象となるサービスに係る接続料の認可時に、スタックテストを実施し

ている。平成２４年に認可を行った接続料については、同ガイドラインに基づく検証の結果、

いずれも利用者料金が接続料等を上回っており、かつ営業費相当分は基準値を上回ってい

る 22ため、妥当なものとなっている。 
 
（２）関係主体の取組に関する検証 
 

ア 未整備地域における基盤の整備に関する取組 
 

総務省は、情報通信利用環境整備推進交付金（平成２３年度予算額：２４．０億円、平

成２４年度予算額：１９．０億円）により、教育・医療等の分野における公共アプリケーショ

ンの導入を前提とした超高速ブロードバンド基盤の整備を行う地方公共団体等への支援

を実施している。同交付金を活用した地方公共団体による超高速ブロードバンド基盤の整

備世帯数は、２６，０００世帯程度を見込んでいる。 
また、平成２３年度税制改正により、超高速ブロードバンドを活用した教育・医療分野の

公共アプリケーションを公共施設に導入するために必要となる設備を取得した電気通信

事業者に対し、法人税及び固定資産税の特例措置を適用している。 
 

イ 公正競争環境の整備に関する取組 
 

（ア）業務委託先子会社等に対するＮＴＴ東西の監督義務の導入、ＮＴＴ東西の機能分離 

21 購買力平価による評価では、東京は共に平均的な水準にあると評価している。 
22 ＮＴＴ西日本のフレッツ光ライトについては、サービスの提供開始が平成２４年１月であり、サービスブラン

ド単位での営業費比率を算出できないことから、平成２４年度接続料の認可時には基準値の検証を行って

いない。 
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総務省は、業務委託先子会社に対するＮＴＴ東西の監督義務の導入、ＮＴＴ東西の機能

分離等を内容とする電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号。以下「事業法」という。）を

改正する法案を国会に提出し、当該法案の成立を受け、電気通信事業法施行規則（昭和

６０年郵政省令第２５号。以下「事業法施行規則」という。）の改正を行った（いずれも平成

２３年１１月３０日施行）。 
本制度整備を受けて、ＮＴＴ東西は、機能分離等を実施するための体制整備を行った。 
平成２４年６月、上記改正後の事業法第３１条第７項に基づき、ＮＴＴ東西より、業務委

託先子会社に対する監督の状況や、機能分離等の実施状況についての総務大臣への報

告が行われた。また、報告時点における監督対象子会社数は、ＮＴＴ東日本３２社、ＮＴＴ

西日本２０社となっている。 
 

（イ）ＮＴＴの業務規制手続の緩和 
 
総務省は、ＮＴＴ東西等が営むことのできる業務に関する規制手続を従来の認可制か

ら届出制に緩和すること等を内容とする日本電信電話株式会社等に関する法律（昭和５９

年法律第８５号。以下「ＮＴＴ法」という。）を改正する法案を国会に提出し、当該法案の成

立を受け、日本電信電話株式会社等に関する法律施行規則（昭和６０年郵政省令第２３

号。以下「ＮＴＴ法施行規則」という。）の改正を行った（いずれも平成２３年１１月３０日施

行）。 
本制度整備を受けて、平成２５年３月までの間に、ＮＴＴ東日本は、サーバ設備を利用し

たアプリケーションサービス及びユーザデータの複製・保管サービスを含む５件の活用業

務の届出を行い、ＮＴＴ西日本は、インターネット接続回線上のサーバ設備を利用したアプ

リケーションサービスに関する活用業務の届出を行った。 
 

（ウ）平成２３年度以降の加入光ファイバ接続料の見直し 
 
平成２３年１月、ＮＴＴ東西より、平成２３年度以降の加入光ファイバ接続料に関し、一芯

接続料の段階的引下げ 23等を内容とする接続約款変更に係る認可申請が行われ、総務

省は、平成２３年３月に認可を行った。 
また、光配線区画の拡大とその補完的措置としてのエントリーメニューの早期導入が適

当との平成２４年３月２９日付け情報通信行政・郵政行政審議会答申を踏まえ、総務省は、

同日の平成２４年度一芯単位接続料に係る乖離額補正の認可の際にこれらを条件として

付した。 
これを踏まえ、平成２４年６月にＮＴＴ東西より加入光ファイバ接続料に係るエントリーメ

ニューについて、接続約款変更の認可申請が行われ、総務省は、平成２４年９月に認可

を行った。ＮＴＴ東西は、平成２５年３月から、エントリーメニューの提供を開始した。 
 

23 例えば、平成２５年度における戸建て向け一芯接続料は、対平成２２年度比でＮＴＴ東日本は２９％、ＮＴＴ

西日本は３１％の引下げを行うものとなっている。 
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（エ）ユニバーサルサービス制度の見直し 
 
ブロードバンドサービスが全国に普及するまでの移行期におけるユニバーサルサービ

ス制度の在り方に関する情報通信審議会答申（平成２２年１２月）を受けて、平成２３年４

月、総務省は、加入電話に相当する光ＩＰ電話をユニバーサルサービスの対象として追加

することを内容とする事業法施行規則等の一部改正を行った。 
 

（オ）ワイヤレスブロードバンドに関する取組 
 

総務省は、ワイヤレスブロードバンドの実現に向けた周波数再編の迅速化を図るため、

既存無線局の周波数変更等に要する費用について、携帯電話基地局等を新規に開設し

ようとする者が負担する制度の導入等を内容とする電波法（昭和２５年法律第１３１号）を

改正する法案を国会に提出し、当該法案は成立した（当該制度の導入関係規定について

は、平成２３年８月３１日施行）。これを受けて、当該制度を適用し、平成２４年３月、９００

ＭＨｚ帯周波数についてソフトバンクモバイルの特定基地局の開設計画を認定するととも

に、平成２４年６月、７００ＭＨｚ帯周波数について、ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ／沖縄セルラー電

話、イー・アクセスの特定基地局の開設計画を認定した。 
また、我が国への周波数オークション制度の導入についても検討するため、平成２３年

３月より、「周波数オークションに関する懇談会」を開催し、同年１２月には報告書が取りま

とめられた。同報告書の提言を踏まえ、総務省は、平成２４年３月に電波法の一部を改正

する法案を国会に提出したものの、この法案は、平成２４年１１月の衆議院解散に伴い廃

案となった。 
 

（カ）ブロードバンド普及促進のための競争政策の在り方についての検討 
 
平成２３年３月、総務省は、ブロードバンド普及促進のための競争政策の在り方につい

て情報通信審議会に諮問を行った。同審議会において、ＮＧＮのオープン化によるサービ

ス競争の促進、モバイル市場の競争促進、線路敷設基盤の開放による設備競争の促進

に関する方策等について検討が行われ、平成２３年１２月に答申「ブロードバンド普及促

進のための環境整備の在り方」（以下「ブロードバンド答申」という。）が取りまとめられた。

同答申を受けて、総務省は、ＮＴＴ東西に対して答申に掲げられた事項に関する検討状況

等の報告等を求める指導を行った。 
また、総務省は、第二種指定電気通信設備（以下「二種指定設備」という。）制度に係る

指定の閾値を端末シェア２５％から１０％に引き下げることを内容とする省令改正を行った。

これを踏まえ、端末シェアが１０％を超えるソフトバンクモバイルの設置する電気通信設備

の一部を二種指定設備として指定した 24。 

24 モバイル分野に関連する事業者の動向として、平成２４年１０月、ソフトバンクとイー・アクセスは経営統合

を行うことを公表し、平成２５年１月、イー・アクセスはソフトバンクの持分法適用関連会社となった。なお、「ブ

ロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度に基づく検証結果（平成２４年）（案）に対する意見募

集」（平成２５年１月２５日）において、本件に関連する意見が提出されているところ、当該意見及び総務省の

考え方は参考資料２の意見３９及び考え方３９のとおり。 
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さらに、次のガイドライン等の策定・改定を実施した。 
① 「電気通信事業法第３０条第１項の規定に基づく禁止行為等の規定の適用を受ける

電気通信事業者（移動通信分野における市場支配的な電気通信事業者）の指定に当

たっての基本的考え方」（平成２４年４月策定） 
② 「電気通信事業分野における競争の促進に関する指針」（平成２４年４月改定） 
③ 「事業者間協議の円滑化に関するガイドライン」（平成２４年７月策定） 
④ 「ＭＶＮＯに係る電気通信事業法及び電波法の適用関係に関するガイドライン」（平成

２４年７月改定） 
このほか、モバイル接続料算定の更なる適正性向上に向け、算定方法及びその検証

の在り方を検討するため、「モバイル接続料算定に係る研究会」を開催するとともに、ＮＴＴ

東西のメタル回線の接続料算定の在り方の更なる適正化に向け、「メタル回線のコストの

在り方に関する検討会」を開催している。 
 

（キ）競争評価の見直し 
 
総務省は、近年のメタル回線から光ファイバへのマイグレーションの進展、無線のブロ

ードバンド化、電気通信事業を巡るビジネスモデルの多様化等の新たな動向を踏まえ、平

成２４年２月に「電気通信分野における競争状況の評価に関する基本方針」の一部見直

しを行った。 
平成２３年度の競争評価は、この基本方針等に基づき、移動系のデータ通信を新たに

分析・評価の対象とした。その際、新たなビジネスモデルが登場していることを踏まえ、上

位・下位レイヤーの動向を補完的に勘案するとともに、ＦＴＴＨ市場についても、従来の指

標に加え、設備競争やサービス競争の状況、都道府県別の状況について可能な限り把

握し、分析を行った。また、戦略的評価として、ＦＴＴＨ市場における事業者間取引の分析

を行った。 
平成２４年度の競争評価においては、定点的評価については平成２３年度の競争評価

の枠組みを原則として維持しつつ、多様化・複雑化する電気通信サービスの市場への影

響を多様な側面から把握し、適切に分析していくため、移動系のデータ通信に関し、ＭＶＮ

Ｏの動向やＳＩＭロック解除の動向等を分析に当たっての基本データとして取り扱う等、基

本データの整理・拡充を図ることとしている。また、戦略的評価として、①移動系通信市場

における新規参入事業者の事業環境（供給側）、②市場間の連携サービスの利用動向

（需要側）、③固定ブロードバンド・モバイルインターネットの上流サービス利用分析をテー

マとすることとしている。 
 

ウ ＩＣＴ利活用の促進に関する取組 
 

（ア）医療分野におけるＩＣＴ利活用の促進に関する取組 
 
高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（ＩＴ戦略本部）は、新たな情報通信技術

戦略（平成２２年５月同本部決定）及び工程表（平成２２年６月同本部決定、平成２３年８

月及び平成２４年７月改定）に基づき、医療情報化に関するタスクフォースにおいて、「どこ
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でもＭＹ病院」（自己医療・健康情報活用サービス）構想の実現、シームレスな地域連携医

療の実現、レセプト情報等の活用による医療の効率化等に向けた取組を進めている。 
総務省は、これらに関する取組のほか、厚生労働省と連携し、平成２３年度補正予算

及び平成２４年度予算等により、東日本大震災の被災県における切れ目のない医療提供

体制の復興を促進するため、ＩＣＴを活用した災害に強い地域医療情報連携基盤の整備を

支援している。 
 

（イ）教育分野におけるＩＣＴ利活用の促進に関する取組 
 
総務省は、ＩＴ戦略本部の工程表などで定めた、ＩＣＴを活用した、「２１世紀にふさわしい

学校教育の実現」共通の政府目標に向けて、文部科学省「学びのイノベーション事業」と

同一の実証校２０校において、「フューチャースクール推進事業」を実施している。 
総務省「フューチャースクール推進事業」は、平成２２年度から、児童・生徒１人１台のタ

ブレットＰＣ等を配備し、無線ＬＡＮ環境を構築し、それを活用した授業を実践して、主に情

報通信技術面からの検証を行っており、平成２３年度からは、デジタル教科書・教材を活

用した教育の効果・影響の検証、指導方法の開発、モデルコンテンツの開発等を行う文部

科学省「学びのイノベーション事業」と連携して実証研究を行っている。 
 

（ウ）行政分野におけるＩＣＴ利活用の促進に関する取組 
 
平成２３年８月、ＩＴ戦略本部は、電子行政に関する基本方針、新たなオンライン利用に

関する計画及び行政キオスク端末のサービス拡大に関するロードマップを決定した。 
これらを踏まえ、電子行政に関するタスクフォースにおける検討等、政府におけるＩＴガ

バナンスの確立・強化、国民ＩＤ制度・企業コード等、行政サービスのオンライン利用、行政

サービスのアクセス向上、オープンガバメント等に関する取組を行っている。 
平成２４年には、オープンガバメントに関する取組として、７月に「電子行政オープンデ

ータ戦略」を策定したほか、政府全体として制度・業務プロセス改革に資する電子行政の

合理化・効率化・高度化の取組を迅速かつ強力に推進するため、８月に政府ＣＩＯを設置

する等の取組を行っている。 
 

（エ）その他ＩＣＴ利活用の促進に関する取組 
 
平成２３年８月、ＩＴ戦略本部は、ＩＣＴの利活用を阻む規制・制度等の見直しを図るため、

計３６項目について各府省の今後の取組を明確化した情報通信技術利活用のための規

制・制度改革の対処方針等を決定した。 
その後、ＩＴ戦略本部においては、上記対処方針の実施状況について、平成２４年６月

及び９月の２回にわたりフォローアップを実施した。 
平成２４年６月のフォローアップにおいては、全３６項目を６０の取組に分類した上で、実

施状況の検証・評価を行ったところ、「Ｓ」評価（実施済み・解決済み）が１件、「Ａ」評価（実

施済み）が２５件、「Ｂ」評価（未実施（一部措置済みを含む。））が２０件、「Ｃ」評価（検討済、

未実施）が２件となった（他は「－」（評価不能）とされた１２件）。 
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また、平成２４年９月のフォローアップにおいては、同年６月に実施したフォローアップで

「Ｓ」又は「Ｃ」と評価された３項目以外の３３項目について、５７の取組に分類した上で、同

年９月末までの実施内容と今後の実施スケジュールについて把握し、評価を行ったところ、

「Ｓ」評価が１件、「Ａ」評価が２５件、「Ｂ」評価が１４件、「Ｃ」評価はなしとなった。フォロー

アップ結果においては、「「－」の１７件を除くと、「Ｓ」または「Ａ」評価が前回のフォローアッ

プ時点（約５割）から増加し約７割を占めていることから、概ね、対処方針に沿って取り組

みが推進されていることが確認できた」とした上で、「「Ｂ」評価も前回フォローアップ時点

（約４割）から減少しているものの、依然約３割を占めていることから、引き続き、これらの

取り組みについては、その取り組みを推進する上での課題を明らかにするとともに、これ

らの課題の解決に向け、取り組みを推進していくことが必要である」としている。 
 
２ ＮＴＴ東西等における規制の遵守状況等の検証 
 

上記のとおり、「ＮＴＴ東西等における規制の遵守状況等の検証」については、意見及び再意

見の募集を行ったところであるが、本文中括弧書きで付している意見番号は、参考資料１の意

見番号に対応するものである。 
 
（１）第一種指定電気通信設備に関する検証 

 
ア 指定要件に関する検証 
 

検証の結果、第一種指定電気通信設備（以下「一種指定設備」という。）の指定は、事業

法第３３条第１項及び事業法施行規則第２３条の２第２項及び第３項に規定された指定の要

件に基づき適切に行われていると認められる。なお、当該検証について、寄せられた主な個

別意見とそれに対する考え方は次のとおり。 
 

指定しない設備を具体的に列挙する方式（ネガティブリスト方式）を維持すべき、端末

系伝送路設備の種別（メタル・光）を区別せず指定することを維持すべき等の指摘（意見７）

について 
 
現行の一種指定設備の指定については、情報通信審議会答申「コロケーションルール

の見直し等に係る接続ルールの整備について」（平成１９年情通審第３４号。以下「３月答

申」という。）において、伝送路設備及び交換等設備に対する指定方法をネガティブリスト

方式（指定しない設備を具体的に列挙する方式）からポジティブリスト方式（指定する設備

を具体的に列挙する方式）に変更した場合、ボトルネック性を有する設備であるにもかか

わらず一定期間指定されない場合が生じ得るため、電気通信市場の健全な発達が損な

われる可能性がある旨が示されているところである。 
昨年度の競争セーフガード制度に基づく検証結果では、ネガティブリスト方式の採用が

ＮＴＴ東西による迅速なサービス提供等に対し重大な支障となっているという事実は認め

られないとしたところである。 
この点については、新たに導入する設備は、アクセス回線と一体的に機能する蓋然性
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は高いものと考えられることに加え、競争セーフガード制度及び本公正競争レビュー制度

において毎年度指定対象設備を検証していることを踏まえると、現行の指定方法は、「必

要以上の設備を指定電気通信設備として指定することは回避されなければならない」とす

る３月答申の趣旨に反しているものではなく、一種指定設備制度の趣旨に照らして妥当で

ある。 
端末系伝送路設備については、昨年度の競争セーフガード制度に基づく検証結果にお

いて、メタル・光の種別を区別せずに一種指定設備として指定することは、①共に利用者

から見て代替性の高いブロードバンドサービスの提供に用いられていること、②既存の電

柱・管路等の共通の線路敷設基盤の上に敷設されていること、③実態としてＮＴＴ東西は

メタル回線を光ファイバ回線に更新する際のコスト・手続の両面において優位性を有して

いること等に鑑みれば、合理性があると認められるとの考え方を示したところである。 
また、ボトルネック性の判断に当たり、ブロードバンドに利用されていないＣＡＴＶ回線や

高速無線アクセス回線については、利用者からみてメタル回線で提供されるサービスと代

替性があるとは必ずしもいえない点で異なることから、これらを含めて判断することは適

当でない。 
ＮＴＴ東西の今回の意見や、ＰＳＴＮからＩＰ網への移行に伴うアクセス回線の移行の進

展状況を考慮しても、この考え方を変更すべき特段の事情は依然認められないことから、

端末系伝送路設備については、引き続きメタル・光の種別を区別せずに一種指定設備と

して指定することが適当である。 
 
イ 指定の対象に関する検証 
 

検証の結果、一種指定設備の指定の対象は、事業法第３３条第１項及び事業法施行規

則第２３条の２第４項に基づき、平成１３年総務省告示第２４３号により適切に行われている

と認められる。なお、当該検証について、寄せられた主な個別意見とそれに対する考え方は

次のとおり。 
 
（ア） 加入者光ファイバについて、一種指定設備の対象から除外すべきとの指摘（意見１３）

について 
 

昨年度の競争セーフガード制度に基づく検証結果では、ＮＴＴ東西は、全加入者回線の

９割以上の回線を有しており、競争事業者にとって、ＮＴＴ東西の光ファイバを利用するこ

とが欠かせないことから、加入光ファイバを引き続き一種指定設備に指定することが適当

としたところである。 
以上の状況は現時点においても変わりはないことから、加入光ファイバを引き続き一種

指定設備に指定することが適当である。 
 
（イ） マンション向け屋内配線について一種指定設備の対象とすべきとの指摘（意見１６）に

ついて 
 

マンション向け光屋内配線の３種類の設置形態のうち、光ファイバを用いて各利用者宅
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まで屋内配線を敷設する方式である光配線方式の割合は約２３％（ＮＴＴ東日本、ＮＴＴ西

日本）（いずれも平成２４年３月末時点）に留まっており、ＮＴＴ東西のＦＴＴＨシェアとマンシ

ョン向け屋内配線のシェアは依然連動しているとはいえず、光屋内配線の法的位置付け

を変えるまでには至っていないと考えられることから、一種指定設備として指定する必要

性については、現時点では認められず、引き続き状況を注視していくこととする。 
 
ウ アンバンドル機能の対象に関する検証 
 

検証の結果、一種指定設備を設置する電気通信事業者（以下「一種指定事業者」という。）

が、事業法第３３条第３項第１号ロの規定に基づき、接続料規則（平成１２年郵政省令第６４

号）第４条に規定されている機能ごとの接続料について、適切に接続約款に定められている

と認められる。なお、当該検証について、寄せられた主な個別意見とそれに対する考え方は

次のとおり。 
 

（ア） ＮＧＮ等に係るアンバンドル機能のうち、機能の提供開始以降、実需や他事業者によ

る利用実績がない機能については、早急にアンバンドル機能の対象から除外すべきとの

指摘（意見２０）について 
 

収容局接続機能については、情報通信審議会答申「次世代ネットワークに係る接続ル

ールの在り方について」（平成２０年３月２７日情審通第５３号。以下「ＮＧＮ答申」という。）

において示されたとおり、①競争事業者からはアンバンドルして提供することが求められ

ていること、②今後、ＡＤＳＬからＦＴＴＨへのマイグレーションが進展する中で、アクセス回

線での設備競争・サービス競争の激化が想定されるが、それに伴い、他事業者が自ら調

達したアクセス回線等を収容ルータに接続する形態が増えていくことも想定されること、③

また、ＮＧＮは、今後我が国の基幹的な通信網となることが想定され、新たな機能や今後

段階的に追加される機能等を活用した事業展開の機会が拡大するものと考えられるが、

その際、既存の地域ＩＰ網で存在していた収容局接続による接続形態を用意しておくこと

が、事業者による創意工夫を活かした多様な利用形態でのＮＧＮへの参入を促進すると

考えられることから、フレッツサービスに係る機能のアンバンドルは当面必要とされたとこ

ろである。 
また、同機能については、ブロードバンド答申において、「地域ＩＰ網と異なり１００Ｍとい

った小口の接続料単位のメニューが存在せず、その分獲得する必要のあるユーザ数が

多くなること等から、接続事業者が収容局接続機能を利用して電話サービスやインターネ

ット接続サービス等を提供することについては一定の課題がある」とされ、「接続料設定単

位の多様化等の必要なオープン化について検討を行うことが適当」とされたところである。 
ＮＧＮ答申における②及び③については現時点においても依然として妥当であり、かつ、

ブロードバンド答申においても今後の利用に向け、上記のような課題が挙げられているこ

とから、収容局接続機能については、引き続きアンバンドルの対象とすることが適当であ

る。 
中継局接続機能については、ＮＧＮ答申において示されたとおり、①地域ＩＰ網では、既

に中継局接続に該当していたＩＰｖ６サービスはアンバンドルされた機能を用いて接続料を
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互いに支払ってサービス提供をしており、②また、ＮＴＴ東西のＮＧＮ間のＩＰ電話サービス

の提供は中継局接続の形態のみで行われている。③更に今後ＰＳＴＮからＩＰ網へとネット

ワーク構造が変化するに伴い、他事業者のネットワークとの接続も、ＩＧＳ接続が減少し中

継局接続が増えていくことが想定される。 
また、同機能については、ブロードバンド答申において、「現在のＮＧＮの中継局接続機

能は、ＩＧＳ接続機能やＰＳＴＮにおけるＧＣ・ＩＣ接続機能と異なっており、この点がＩＰ網同

士の直接接続の実現に向けた課題となっている可能性がある」、「ブロードバンド普及促

進のためには、ＰＳＴＮ又はメタル回線において確保されていた公正競争環境の後退を極

力招かないことや、事業者の積極的なＩＰ網への移行が妨げられないことが重要であると

考えられる。また、ＮＧＮならではの多種多様なサービスの提供を通じたユーザ利便の向

上が図られることも重要である。以上から、ＮＧＮ又は光ファイバ回線においても実質的な

公正競争環境を確保する必要がある」とされており、これらを踏まえ、「ＮＴＴ東西のＮＧＮ

と接続事業者のＩＰ網の直接的な相互接続性を確保し、接続事業者のネットワークのＩＰ網

への積極的な移行を促す観点から、現在の中継局接続機能の更なるオープン化（設定単

位の細分化・柔軟化、インターフェースの多様化）を図るために必要な措置をとることが適

当」とされたところである。 
ＮＴＴ東西のＮＧＮ間の接続においては現に中継局接続機能が相互に利用されており、

ＮＧＮ答申においてＩＰ網同士の直接接続の実現に向けた課題が挙げられ、現在それを踏

まえた検討が進められていることから、中継局接続機能については、引き続きアンバンド

ルの対象とすることが適当である。 
 
（イ） コロケーションについて改善すべきとの指摘（意見２２）について 
 

ブロードバンド答申で示されたとおり、コロケーションスペースに空きがないとの理由に

より接続事業者が自らの設備を設置できない場合には、接続事業者の自由なサービス提

供や十分な展開ができず、結果として光サービスなどへの円滑な移行に影響が生じる可

能性があることは否定できない。 
同答申においては、「まずは、総務省において、ＮＴＴ局舎のうちどの程度が長期間Ｄラ

ンクのままとなっているか、どういった地域でＤランクの局舎が多いのかといった点につい

て具体的に把握することが適当」とされていたところである。 
以上を踏まえ、平成２４年８月に開催された情報通信審議会電気通信事業政策部会電

話網移行円滑化委員会において、Ｄランク局舎に係る調査結果を報告するとともに、平成

２４年１０月１８日に平成１３年総務省告示第３９５号（電気通信事業法施行規則第２３条

の４第３項の規定に基づく情報の開示に関する件）を改正し、ＮＴＴ東西に対し、コロケー

ションスペースの空きがない局舎について新たに空きが生じる場合に、その予定時期の

開示を義務付けることとしたところである。 
 

エ その他 
 

上記のほか、一種指定設備に関する主な意見に対する検証結果は次のとおりである。 
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光配線区画の適正化について、ＮＴＴ東西が自ら利用する光配線区画も含めて行われ

るべきであり、総務省において光配線区画の適正化状況等について検証し、不十分な場

合には、是正措置を講じるべきとの指摘（意見２８）について 
 

光配線区画の見直しの状況については、情報通信行政・郵政行政審議会答申を踏ま

え、平成２４年度の加入光ファイバ接続料に係る接続約款変更認可申請（補正）の認可に

当たり、ＮＴＴ東西に対し、光配線区画の見直しが完了するまでの間、半年ごとに総務省

に報告を行うことを条件として付した。当該報告には、ＮＴＴ東西の既存の光配線区画に

関する状況についても含まれるものである。 
今後とも、ＮＴＴ東西からの他事業者向けの新たな配線区画導入に係るトライアルに関

する状況報告等を踏まえ、総務省において、見直しの状況を注視するとともに、情報通信

行政・郵政行政審議会に対し適宜の時期に報告することとする。 
 

（２）第二種指定電気通信設備に関する検証 
 

検証の結果、二種指定設備の指定は、事業法第３４条第１項及び事業法施行規則第２３

条の９の２第２項、第３項及び第４項に規定された指定の要件に基づき適切に行われている

と認められる。なお、当該検証について、寄せられた主な個別意見とそれに対する考え方は

次のとおり。 
 
（ア） 二種指定設備を設置する電気通信事業者（以下「二種指定事業者」という。）の接続

料等に関して、届出前の説明を二種指定事業者に義務付けるなど、接続事業者が関与

できる仕組みを整えるべきとの指摘（意見３２）について 
 
二種指定事業者の接続料等に係る接続協議については、接続料の算定根拠等の情報

開示に係る考え方等を明確化する観点から、平成２４年７月に「事業者間協議の円滑化

に関するガイドライン」（以下「円滑化ガイドライン」という。）を策定したところであり、同ガイ

ドラインの運用状況を注視していくこととする。 
なお、円滑化ガイドラインに示されているとおり、二種指定事業者は、接続協定の締結

又は変更に係る協議の円滑化の観点から、接続約款の届出に先立って十分な事業者間

協議を行うことが望ましい。また、接続約款の届出が完了していることや当該届出に係る

手続の過程で総務省への一定の情報開示がなされていることのみをもって、直ちに接続

事業者に対する接続料の算定根拠に係る説明が不要となるものではなく、算定根拠に係

る必要な情報開示を接続事業者に行うことが望ましい。 
 
  （イ） 他の二種指定事業者に比べ接続料水準が高止まりし続けている二種指定事業者に

ついて、算定根拠を必ず提示させる等、接続料水準の透明性・適正性確保に必要な措置

を講ずべきとの指摘（意見３３）について 
     

双務的に接続料の算定根拠の情報開示を行うべきとの意見については、円滑化ガイド

ラインにおいて「一方の事業者が他方の事業者と異なる水準の接続料を設定する場合で
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あって、接続料の水準について当事者間で十分な合意が成立しない場合には、当該水準

の接続料を設定する理由について、必要に応じ、当事者間で守秘義務を課すなどの措置

を講じた上で、算定根拠に係る情報を一定程度開示しつつ説明するとともに、協議を行う

ことが望ましい」とされており、同ガイドラインの運用状況を注視していくこととする。 
総務省において必要な検証を行った上で必要な措置をとるべきとの意見については、

二種指定事業者については、「第二種指定電気通信設備制度の運用に関するガイドライ

ン」（平成２３年５月改正）において、「総務省は、当該接続料の算定がガイドラインに示す

考え方に沿ったものであるか否かについて、必要な検証を行うこと」とされており、総務省

は同ガイドラインに基づき必要な検証を行うこととする。 
 
（３）禁止行為に関する検証 
 

本件について、主な意見に対する検証結果は次のとおりである。 
 

ア 第二種指定電気通信設備に係る禁止行為規制の適用事業者の指定要件に関する検証 
 

 市場環境の変化に鑑み、ＫＤＤＩ及びソフトバンクモバイルを禁止行為規制の対象に

追加すべき、又は、携帯電話事業者間で規制格差を設けなければならない程の市場

支配力の差は存在しないため、非対称規制となっている禁止行為規制は撤廃すべきと

の指摘（意見３４、３５）について 
 

ＫＤＤＩ及びソフトバンクモバイルに対する禁止行為等規制の適用については、事業

法第３０条第１項の規定の趣旨及び「電気通信事業法第３０条第１項の規定に基づく禁

止行為等の規定の適用を受ける電気通信事業者（移動通信分野における市場支配的

な電気通信事業者）の指定に当たっての基本的考え方」に示す考え方に照らし、市場

シェアの順位が１位の電気通信事業者との市場シェアの格差等に鑑みれば、現時点に

おいて、ＫＤＤＩ及びソフトバンクモバイルを禁止行為等規制の対象として指定する必要

性は認められない。 
ＮＴＴドコモに対する禁止行為等規制の適用については、ブロードバンド答申におい

て、「ＮＴＴドコモの市場シェア等を考慮すると、同社とその関係事業者との排他的な提

携を通じた特定の者に対する不当な差別的取扱いを禁止することは、公正競争環境確

保にとって引き続き重要である」とされたところであり、その後の市場シェアの変化等を

勘案しても、ＮＴＴドコモに対する規制適用の必要性が著しく低下するまでの市場環境

の変化は認められないことから、現時点においては、引き続き、非対称規制として維持

していくことが適当である。 
ただし、近年のモバイル市場における環境変化を踏まえ、今後とも状況を注視してい

くことが重要であり、平成２６年を目途として実施する包括的な検証において、既存の市

場構造や考え方を前提とした競争ルールに制度的課題が生じていると認められる場合

には、必要に応じ、禁止行為等規制の見直しについても検討することとする。 
 
イ 指定電気通信設備制度における禁止行為規制の運用状況に関する検証 
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（ア） ＮＴＴ東西の県域等子会社におけるＮＴＴドコモの商品の販売等、ＮＴＴ東西の県域等

子会社において禁止行為規制の潜脱行為が行われており、禁止行為規制の対象に県

域等子会社を追加する等の措置を講ずべきとの指摘（意見３７）について 
 

ＮＴＴ東西の県域等子会社におけるＮＴＴドコモの商品の販売については、平成２０年

度の競争セーフガード制度に基づく検証結果に基づき総務省がＮＴＴ東西に対して行っ

た要請等を踏まえ、総務省は、県域等子会社において、ＮＴＴ東西からの受託業務とＮ

ＴＴドコモからの受託業務等について、組織を分け、会計を整理し、ＮＴＴドコモとの排他

的な共同営業を行わない等の措置が講じられていることを引き続き確認している。 
加えて、総務省は、事業法第３１条第７項の規定に基づくＮＴＴ東西からの報告等に

より、県域等子会社を含む業務委託先子会社等との間の委託契約において、業務委

託先子会社等に対して禁止行為を防止するための措置が義務付けられ、全社員を対

象とした禁止行為防止等のための研修の実施、他事業者情報等の適正な取扱いに係

る管理体制の構築といった措置が講じられていることを確認している。 
以上により、ＮＴＴ東西に課せられている規制の趣旨を徹底するための一定の措置

が講じられており、直ちに追加の措置が必要とは認められない。 
ただし、これらの措置が徹底されない場合には、県域等子会社において当該規制を

潜脱するおそれがあるため、当該措置の徹底について、その状況を引き続き注視して

いくこととする。 
 

（イ） ＮＴＴ東西の１１６窓口において、接続関連情報を基にした不適切な営業行為が継続

的に生じているため、従前の措置内容の適正性及び妥当性について再検証すべきと

の指摘（意見３８）について 
 

総務省は、ＮＴＴ東西において、ＮＴＴ西日本に対する業務改善命令（平成２２年２月）

等を受け、同年５月に顧客情報管理システムの改修及び閲覧規制を実施し、１１６窓口

において接続関連情報を取り扱うことがないよう措置を講じていることについて報告を

受けてきたところである。 
また、接続関連情報を適正に管理するための体制の整備について、ＮＴＴ東西にお

いて講じられた措置及びその実施状況については、事業法第３１条第７項の規定に基

づき平成２４年６月にＮＴＴ東西から報告を受け、総務省においては、講じられた措置及

びその実施状況について検証を行い、また、必要に応じて講じられた措置内容の視認

等を行ったところである。 
これらの結果、ＮＴＴ東西において１１６窓口における接続関連情報を用いた営業活

動の発生を防止するための一定の措置が講じられており、直ちに追加の措置が必要と

は認められない。 
ただし、これらの措置が徹底されず、ＮＴＴ東西の１１６窓口において他事業者情報の

目的外利用が行われた場合には、事業法第３０条第３項第１号及び第３１条第５項に抵

触するおそれがあるため、当該措置の徹底について、その状況を引き続き注視していく

こととする。 
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（ウ） ブロードバンドの利活用促進及び利用者利便の向上を図るために、現行の規制のう

ち時代にそぐわない規制は撤廃又は廃止すべきとの指摘（意見４０）について 
 

禁止行為等規制を含む指定電気通信設備制度及びＮＴＴ等に係る累次の公正競争

要件については、ブロードバンド答申において示された方針に従い、本公正競争レビュ

ー制度を通じて引き続きその遵守状況を検証すること等により、公正競争環境を担保し

ていくことが適当である。 
その上で、平成２６年を目途として実施する包括的な検証において、既存の市場構

造や考え方を前提とした競争ルールに制度的課題が生じていると認められる場合には、

ＮＴＴの在り方のほか、指定電気通信設備制度及びＮＴＴ等に係る累次の公正競争要件

を中心として構成されている競争ルール全体の見直しについても検討することとする。 
 
（エ） ＮＴＴファイナンスへの料金業務の移管に関して、総務省における判断基準・検証方

法を公開するとともに、審議会等の公の場で議論すべきとの指摘（意見４１、４５、５５）

について 
 

ＮＴＴグループの電気通信役務の料金等に係る業務をＮＴＴファイナンスに移管するこ

とについては、平成２４年３月２３日付けで、ＮＴＴ東日本、ＮＴＴ西日本、ＮＴＴコミュニケ

ーションズ、ＮＴＴドコモ及びＮＴＴファイナンスに対し、ＮＴＴ法によりＮＴＴ東西に課されて

いるユニバーサルサービス確保の責務に係る規定、各事業会社に課した累次の公正

競争確保のための措置、事業法により各事業会社に課されている料金規制及び消費

者保護ルール並びに市場支配的な電気通信事業者に課されている行為規制等の趣旨

が引き続き確保されるよう、適切な措置を講じ、又はＮＴＴファイナンスに講じさせるとと

もに、講じた措置の内容について毎年度報告することを要請した。 
総務省は、同年６月に各事業会社から当該要請に基づく報告を受け、上述の要請の

趣旨を満たす措置が講じられているか否かの観点から、報告書の精査や、ＮＴＴ持株や

各事業会社等へのヒアリング（執務室及び顧客管理システム端末等の視認を含む。）を

通じ、料金業務のＮＴＴファイナンスへの移管（同年７月１日）までに、報告内容の妥当

性等について確認した。これらの結果、上述の要請の趣旨を満たすための一定の措置

が講じられており、直ちに追加の措置が必要とは認められない。 
ただし、各社において、これらの措置が徹底されない場合、上述の規制等の趣旨に

抵触又は潜脱するおそれがあるため、当該措置の徹底について、その状況を引き続き

注視し、平成２６年を目途として実施する包括的な検証において、既存の市場構造や考

え方を前提とした競争ルールに制度的課題が生じていると認められる場合には、ＮＴＴ

の在り方のほか、指定電気通信設備制度及び累次の公正競争要件を中心として構成

されている競争ルール全体の見直しについても検討することとする。 
各事業会社からの報告内容や、総務省における検証の際の判断基準・検証方法・検

証結果を公開して外部検証性を確保すべきとの意見については、総務省において、各

事業会社からの報告内容をインターネット上に公表するとともに、平成２４年８月、情報

通信審議会電気通信事業政策部会ブロードバンド普及促進のための競争政策委員会
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の議題の１つとして取り上げられ、総務省より、要請の内容のほか、総務省における検

証の際の判断基準・検証方法・検証結果に関し、上述の確認内容について説明を行い、

その妥当性等について同委員会で討議が行われたところである。 
今後も引き続き、各事業会社からの報告内容について、総務省において公表してい

くが、各社に要請した措置が徹底されない場合等には、必要に応じて、改めて公の場に

おいて検証を行うことが必要と考えられる。 
 

ウ 特定関係事業者制度に係る禁止行為規制の運用状況に関する検証 
 

公正競争環境を確保するために、ＮＴＴドコモ及びＮＴＴファイナンスをＮＴＴ東西の特

定関係事業者に追加すべき、また、脱法的なグループ連携を防止する規制整備等の

検討等も行うべきとの指摘（意見４４）について 
 

ＮＴＴ東西の特定関係事業者として指定する対象については、まずは本公正競争レ

ビュー制度等の運用を通じ、事業法第３０条第３項に係る禁止行為等規制の適用のみ

によっては公正競争環境を十分に担保し得ないか否かを検証することが適当であるが、

現時点においては、現行の指定対象を直ちに見直すまでの必要性は認められない。 

また、電気通信事業者ではないＮＴＴファイナンス等については、現在の事業法にお

いては、特定関係事業者として指定する対象となるものではない。 

ただし、ＮＴＴグループの業務統合や連携については、その状況を引き続き注視し、

平成２６年を目途として実施する包括的な検証において、既存の市場構造や考え方を

前提とした競争ルールに制度的課題が生じていると認められる場合には、必要に応じ、

禁止行為等規制の見直しについても検討することとする。 

 
（４）業務委託先子会社等監督の運用状況に関する検証 
 

本件について、主な意見に対する検証結果は次のとおりである。 
 

（ア） 禁止行為規定遵守措置等報告書に関して情報開示が不十分、また、当該報告書に

認められる課題について、総務省は、厳格な調査・検証及びそれに基づく是正措置を

講ずるべきとの指摘（意見４６、４８）について 

 

事業法第３１条第３項の規定の遵守のためにＮＴＴ東西が講じた措置及びその実施

状況については、同条第７項及び事業法施行規則第２２条の８の規定により、平成２４

年６月にＮＴＴ東西から総務大臣に対して、その具体的な内容が報告されており、総務

省においては、報告された事項のうち、公にすることにより、特定の者の権利、競争上

の地位その他正当な利益を害するおそれがあると認められる情報を除き、全てを公表

しているところであり、これにより、ＮＴＴ東西が講じた措置についての外部からの客観

的な検証可能性を担保している。 
また、総務省において、ＮＴＴ東西が講じた措置及びその実施状況に関し、ＮＴＴ東西

からの報告に基づき厳格に検証を行うとともに、必要に応じて講じられた措置内容の確
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認（視認等を含む。）を行い、それぞれにおいて禁止行為等規制に抵触又は潜脱する

行為が行われることを防止するための一定の措置が講じられていることを確認してい

る。 
ただし、ＮＴＴ東西において上述の措置が徹底されない場合には、監督対象子会社

等において禁止行為等規制に抵触又は潜脱する行為が行われ、公正競争環境を阻害

するおそれがあることから、当該措置の徹底について、その状況を注視していくとともに、

ＮＴＴ東西から総務大臣に毎年度報告される内容等に基づき、引き続き厳格な検証を

行っていく。 
 

（イ） 監督対象子会社からの再委託先、再々委託先等を通じて反競争的行為が行われる

おそれがあるため、再委託先等についても、監督対象に追加すべきとの指摘（意見４７）

について 

 
事業法施行規則第２２条の８第２号イ（３）の規定により、一種指定事業者に対し、監

督対象子会社における再委託の有無を総務大臣へ報告することを義務付けており、総

務省においては、再委託の有無に応じ、例えば、当該子会社に対する委託契約の内容、

再委託に係る規定等の確認を通じて、当該子会社に対する必要かつ適切な監督が行

われているか否かについて検証し、必要に応じて措置を講ずることが可能である。 
この点、総務省は、事業法第３１条第７項及び事業法施行規則第２２条の８の規定に

よる平成２４年６月のＮＴＴ東西からの報告等により、ＮＴＴ東西の監督対象子会社が再

委託先の選定・変更を行うに当たっては、禁止行為の禁止徹底の適正な管理、運営が

できることを要件としているとともに、ＮＴＴ東西の承諾を義務付けている等、再委託先

において禁止行為等規制を潜脱する行為が行われることを防止するための一定の措

置が講じられていることを確認しているところであり、直ちに再委託先等を監督対象に

追加するまでの必要性は認められない。 
 
（５）機能分離の運用状況に関する検証 
 

本件について、主な意見に対する検証結果は次のとおりである。 
 

（ア） 禁止行為規定遵守措置等報告書に関して情報開示が不十分、また、当該報告書に

認められる課題について、厳格な調査・検証及びそれに基づく是正措置を講ずるべき

との指摘（意見４３、４９、５２）について 

 

事業法第３１条第５項の規定の遵守のためにＮＴＴ東西が講じた措置及びその実施

状況については、同条第７項及び事業法施行規則第２２条の８の規定により、平成２４

年６月にＮＴＴ東西から総務大臣に対して、その具体的な内容が報告されており、総務

省においては、報告された事項のうち、公にすることにより、特定の者の権利、競争上

の地位その他正当な利益を害するおそれがあると認められる情報を除き、全てを公表

しているところであり、これにより、ＮＴＴ東西が講じた措置について外部からの客観的

な検証可能性を担保している。 
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また、総務省においては、ＮＴＴ東西が講じた措置及びその実施状況に関し、ＮＴＴ東

西からの報告に基づき厳格に検証を行うとともに、必要に応じて講じられた措置内容の

確認（視認等を含む。）を行い、それぞれにおいて禁止行為等規制に抵触又は潜脱す

る行為が行われることを防止するための一定の措置が講じられていることを確認してい

る。 
ただし、ＮＴＴ東西において上述の措置が徹底されない場合には、接続関連情報の

目的外利用が行われ、公正競争環境を阻害するおそれがあることから、当該措置の徹

底について、その状況を注視していくとともに、ＮＴＴ東西から総務大臣に毎年度報告さ

れる内容等に基づき、引き続き厳格な検証を行っていく。 
 

（イ） 設備構築情報の扱いの同等性、開通までの期間の同等性、アンバンドル機能の利用

条件の同等性等に関するデータを検証基準として予め規定すべきとの指摘（意見５０）

について 

 

ＮＴＴ東西設備部門が他の電気通信事業者との間において実施した手続の実施の経

緯及び当該手続に係る接続条件が接続約款等の規定によるものであること並びにＮＴ

Ｔ東西設備部門が、設備部門以外の部門との間で実施した手続の実施の経緯及び当

該手続に係る条件が接続約款等の規定に準ずるものであることについて、事業法第３

１条第７項及び事業法施行規則第２２条の８の規定により、平成２４年６月にＮＴＴ東西

から総務大臣に対して、その具体的な内容が報告されており、総務省において検証を

行った結果、一種指定設備をＮＴＴ東西が自ら利用する場合と接続事業者が利用する

場合とで一定の同等性が確保されていると考えられる。 
総務省においては、ＮＴＴ東西から総務大臣に毎年度報告される内容等に基づき、厳

格な検証を行っていく。 
 
（６）日本電信電話株式会社等に係る公正競争要件の検証 
 

本件について、主な意見に対する検証結果は次のとおりである。 
 

（ア） 販売代理店等において、加入者情報や接続関連情報の流用の疑念が拭いきれない

ほか、他事業者のサービスに関して誤認を招く不適切な営業活動が行われているため、

ＮＴＴ東西による販売代理店等の管理監督の徹底等が必要との指摘（意見５３）につい

て 

 

ＮＴＴ東西によれば、販売代理店に対し、加入電話の加入者情報や接続関連情報を

提供している事実はなく、各代理店において独自の情報に基づいて営業活動を展開し

ているとしており、また、営業マニュアルを策定の上、研修等を通じて適正な営業活動

に関して指導徹底をするとともに、場合に応じて契約解除を行う規定を設ける等、販売

代理店に対して厳格な対応を実施しているとしている。 
総務省においても、ＮＴＴ東西が販売代理店との間で締結する契約書等に関し、利用

者に対する正確な社名等の伝達の義務付け、事実と異なる説明の禁止、取次業務を
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通じて知り得た顧客情報の目的外利用の禁止、違反行為があった場合の措置を規定

していること、ＮＴＴ東西において販売代理店に対して営業に関する研修・指導を実施し

ていること等について確認した。 
以上により、ＮＴＴ東西において販売代理店等における加入者情報及び接続関連情

報の流用並びに不適切な営業活動を防止するための一定の措置が講じられており、直

ちに追加の措置が必要とは認められない。 
ただし、上述の措置が徹底されない場合には、加入電話等の加入者情報や接続関

連情報の流用等が行われ、公正競争確保等に支障を来すおそれもあることから、当該

措置の徹底について、その状況を引き続き注視していくこととする。 
 
（イ） 活用業務制度は、ＮＴＴ再編成の趣旨をないがしろにするものであることから、廃止す

べき。活用業務制度が廃止されるまでは、公正競争環境に与える影響等について確認

を行った判断基準・検証結果等を公表することを含め、活用業務に係る公正競争上の

課題に関して外部検証性を確保すべきとの指摘（意見５６）について 

 
活用業務は、ＮＴＴ法第２条第５項の規定により、地域電気通信業務等の円滑な遂行

及び電気通信事業の公正な競争の確保に支障のない範囲内に限り営むことができる

とされており、総務省において、個々の活用業務に係る届出ごとに当該業務が上述の

範囲内で営まれることについて確認していることから、ＮＴＴ再編成の趣旨をないがしろ

にするものではない。 
活用業務に係る公正競争上の課題に関する外部検証性の確保については、ＮＴＴ法

施行規則第２条の３の規定により、活用業務の届出を受理した場合は、速やかに、当

該届出書に記載された事項を公表するとともに、活用業務の開始の日までに、届出の

あった活用業務の内容について「ＮＴＴ東西の活用業務に係る公正競争ガイドライン」

（平成２３年１１月策定）に沿って確認し、当該確認の内容についても公表している。こ

れらに基づき、競争事業者等は、ＮＴＴ法第２条第５項に規定にする範囲内で営まれる

こととなるか否かの指摘や具体的事例の提示を行うことが可能であることから、外部検

証性は確保されている。 
 

（ウ） ＮＴＴ東西及びＮＴＴコミュニケーションズの共同営業行為と疑われる事例が見受けら

れる。総務省は、実態の調査等を行ったうえ、是正に向けた措置等を講ずるべきとの

指摘（意見５７）について 

 

ＮＴＴコミュニケーションズによれば、ＮＴＴ東西と独立して営業活動を実施しているとし

ており、また、ＮＴＴ東西によれば、ＮＴＴコミュニケーションズの販売業務を受託する場

合の条件や同社に提供する顧客情報その他の情報について、他の電気通信事業者と

の間のものと同一であるとしている。以上の点を鑑みれば、現時点で、公正競争上の

問題が発生しているという論拠があるとはいえない。  

ただし、これらを確保するための運用が徹底されない場合には、事業法第３０条第３

項第２号及び第３１条第２項第２号並びに「ＮＴＴの承継に関する基本方針」（八）及び

（九）に抵触するおそれがあるため、ＮＴＴ東西とＮＴＴコミュニケーションズとの間の販売
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業務の受託について、その状況を引き続き注視していくこととする。 
 
（７）その他 
 

上記のほか、主な意見に対する検証結果は次のとおりである。 
 

ベストエフォート回線を用いた０ＡＢ－ＪＩＰ電話サービスについて、技術基準等を取り扱う

場の議論のみで容認されるべきでなく、十分に国民からのコンセンサスを得るとともに、競

争政策の観点からも議論を尽くした上でその是非が判断されるべきとの指摘（意見６５）に

ついて 
 

ソフトバンクの提案に基づくベストエフォート回線を用いた０ＡＢ－ＪＩＰ電話サービスの

実現方式の承認に際しては、今後のＮＧＮにおける音声の優先制御機能等のアンバンド

ルの検討状況も踏まえるため暫定的なものとし、従来の０ＡＢ－Ｊ番号とは異なるもので

あることの利用者への周知の徹底を条件としたものであり、競争条件を抜本的に変更す

るものではない。 
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別添１ 
ＮＴＴ東西による光ファイバの貸出回線数及び 

当該回線数のＮＴＴ東西の保有光ファイバ回線数に占める割合（都道府県別） 
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左軸（棒）：ＮＴＴ東西による光ファイバの貸出回線数

右軸（線）：当該回線数のNTT東西の保有光ファイバ回線数に占める割合

西日本地域東日本地域

全国平均（5.8％）
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別添２ 
主なブロードバンドサービス等の利用者料金の推移 

 
■ＦＴＴＨ 

 
（2012年 3月現在） 

（注 1）ＩＳＰ料金、付加機能使用料、屋内配線利用料、回線終端装置使用料は含まない。 

（注 2）「フレッツ 光ライト」：通信量に応じて料金が変動する二段階定額制サービス。表記の価格は最低料金（200MBまで）であり、上限額（1,200MB以上使用）の場合は通

常の定額制プランと比べて高額となる。≪例≫フレッツ光ライト ファミリータイプの場合の上限額：5,800円 
 
 

 
（2012年 3月現在） 

（注１）ＩＳＰ料金、付加機能使用料、回線終端装置使用料は含まない。 

（注２）「フレッツ・あっと割引」：2年間の継続利用を条件に利用料 10％割引（申し込み制）。≪例≫フレッツ・光プレミアム ファミリータイプの場合：3,870円 

（注３）「フレッツ・ずっと割引」：利用開始～１年までが通常料金、１年～２年までが５％割引、２年～が１０％割引（自動適用）。 

    ≪例≫フレッツ・光プレミアム ファミリータイプの場合：利用開始～1年まで 4,300円、1年～2年まで 4,085円、2年～3,870円 

（注４）「光ぐっと割引」：フレッツ・光プレミアム ファミリータイプが最初の 1年間 3,000円（地域限定、キャンペーン期間を設定して実施） 

対象地域：静岡県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、広島県、福岡県 

１　ＮＴＴ東日本
（月額料金・円／月（税別））

40,000

10,000

5,000

0

02.3 03.3 04.3 05.3 063 07.3 08.3 09.3 11.3 12.3

Ｂフレッツ ハイパーファミリータイプ

（04.11～ 4,500円）

（05.2～ 4,100円）

Ｂフレッツ ニューファミリータイプ

（02.6～ 5,800円）

Ｂフレッツ ファミリータイプ

（01.8～ 5,000円）

Ｂフレッツ マンションタイプ（プラン１）

（01.8～ 3,800円）

（01.12～ 3,500円）

（03.7～ 2,850円）
Ｂフレッツ マンションタイプ（プラン２）

（01.12～ 3,000円）

Ｂフレッツ マンションタイプ（プラン２ハイパー）

（06.4～ 2,500円）

Ｂフレッツ マンションタイプ ミニ

（06.4～ 3,500円）

Ｂフレッツ ビルタイプ（プラン２）

（03.11～ 3,850円）

Ｂフレッツ ビルタイプ（プラン１）

（03.11～ 4,500円）

フレッツ光ネクスト・ビジネスタイプ

（08.10～ 40,000円）

フレッツ光ネクストファミリータイプ

（08.10～ 4,100円）

フレッツ光ネクスト マンション

タイプ ミニ（08.10～ 3,500円）

フレッツ光ネクスト マンション

タイプ プラン１ （08.10～ 2,900円）

フレッツ光ネクスト マンションタイプ

プラン２ （08.10～ 2,500円）

（09.10～ 39,200円）

（09.10～ 8,200円）

Ｂフレッツ ビルタイプ→

Ｂフレッツ マンションタイプ アドバンスド

サポートに名称変更（07.12.1）

Ｂフレッツ ニューファミリータイプ

新規申込受付終了（06.11.30）

Ｂフレッツ ベーシックタイプ（01.8～ 9,000円）

Ｂフレッツ ビジネスタイプ（01.11～ 40,000円)

（03.4～ 4,500円）

（09.10～ 39,200円）

（04.9～ 2,900円）

（04.9～ 2,500円）

フレッツ光ライト ファミリータイプ

（11.6～ 2,800円）

フレッツ光ライト マンションタイプ

（11.6～ 2,800円）

Bフレッツ ビジネスタイプ新規申込受付終了（12.3.31）

Ｂフレッツ ベーシックタイプ新規申込受付終了（12.3.31）

Ｂフレッツ マンションタイプ新規申込受付終了（12.3.31）

Ｂフレッツ ハイパーファミリータイプ新規申込受付終 （12.3.31）

Ｂフレッツ マンションタイプ各プラン新規申込受付終了（12.3.31）

２　ＮＴＴ西日本
（月額料金・円／月（税別））

40,000

10,000

0
02.3 03.3 04.3 05.3 06.3 07.3 08.3 09.3 10.3 11.3 12.3

5,000

Ｂフレッツ マンションタイプ

プラン２ （01.12～ 3,000円）

フレッツ・光プレミアム ファミリータイプ

（05.3～ 4,300円）

Ｂフレッツ ファミリー100タイプ

（02.9～ 4,300円）

（02.9～ 4,300円）

※ （04.4～ ）

「フレッツ・ずっと割引」、

「フレッツ・あっと割引」開始

フレッツ・光プレミアム マンションタイプ プラン１

（05.4～ 3,100円）

フレッツ・光プレミアム マンションタイププラン２

（05.4～ 2,600円）

※ （05.6～）

「光ぐっと割引」開始

Ｂフレッツ ファミリータイプ

（01.8～ 5,000円）

（04.9～ 3,100円）

フレッツ・光プレミアム エンタープライズタイプ

（06.8～ 19,000円）

Bフレッツ ワイヤレスタイプ

プラン１（03.10～ 3,500円）

Bフレッツ ワイヤレスタイプ

プラン２ （03.10～3,000円）

（01.12～ 3,500円）

フレッツ・光プレミアム マンションタイプ

プラン・ミニ （07.9～ 3,900円）

フレッツ光ネクスト・ビジネスタイプ

（08.10～ 40,000円）

フレッツ光ネクスト ファミリータイプ

（08.10～ 4,300円）

フレッツ光ネクスト マンションタイプ ミニ（08.10～ 3,900円）

フレッツ光ネクスト

マンションタイプ プラン1

（08.10～ 3,100円）
フレッツ光ネクスト

マンションタイプ プラン2

（08.10～ 2,600円）

Ｂフレッツ マンションタイプ プラン１

（01.8～ 3,800円）

フレッツ光ネクスト

ファミリー・ハイスピードタイプ

（10.5.20～ 4,300円）

フレッツ光ネクスト

マンション ・ハイスピードタイプ ミニ

（10.5.20～ 3,900円）

フレッツ 光ネクスト

マンション・ハイスピード

タイプ プラン１

（10.5.20～ 3,100円）
フレッツ 光ネクスト

マンション・ハイスピード タイプ

プラン２ （10.5.20～ 2,600円）

フレッツ光ネクスト（2010.5～）

・ファミリーエクスプレスタイプ（6,200円）

・マンションエクスプレスタイプ ミニ（5,800円）

・マンションエクスプレスタイプ プラン１（5,000円）

・マンションエクスプレスタイプ プラン２（4,500円）

サービス終了（10.9.30）

Ｂフレッツ ベーシックタイプ（01.8～ 9,000円）

Ｂフレッツ ビジネスタイプ(01.11～ 40,000円)

（04.9～ 2,600円）

Ｂフレッツ ビジネスタイプ新規申込受付終了（12.3.31）

新規申込受付終了（12.3.31）

フレッツ・光プレミアム

新規申込受付終了（12.3.31）

Bフレッツ 新規申込受付終了（12.3.31）
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（2012年 3月現在） 

（注１）ＩＳＰ料金を含む。また、付加機能料、割引サービス等は加味していない。 

（注２）端末設備使用料・モデム使用料を含む（★のサービスを除く）。 

（注３）ニフティが料金設定している「ＴＥＰＣＯ」サービスの回線提供は、０２年４月～０６年１２月は東京電力、０７年１月以降はＫＤＤＩが行っている。 

(注４）即割とは、eo光ネット【ホームタイプ】／【メゾンタイプ】に加入時に、2年間の利用を条件に申込むと、開通時から長期利用割引が適用されるサービス。 

 
（2012年 3月現在） 

（注１）ＩＳＰ料金、回線終端装置使用料を含む。 
（注２）「マンション割引プラン」における料金は以下のとおり。 

①割引プラン８（同一棟内 8～15戸） 4,300円 
②割引プラン 16（同一棟内 16～29戸） 4,100円 
③割引プラン 30（同一棟内 30戸以上） 3,800円  

 

（出所）各事業者ウェブサイト 

３　ケイ・オプティコム、東京電力・ＫＤＤＩ（＋ニフティ）
（月額料金・円／月（税別））

55,000

40,000

35,000

30,000

25,000

16,000

10,000

0
01.6 02.3 03.3 04.3 05.3 06.3 07.3 08.3 10.3 12.3

5,000

ケイ・オプティコム eoホームファイバー（02.4～ 6,000円）

東京電力・ニフティ TEPCOひかり・ホームタイプ（02.4～ 9,900円）

東京電力・ニフティ TEPCOひかり・マンションＶ

東京電力・ニフティ TEPCOひかり・マンションＥ

ケイオプティ・サイバーポート eoメガファイバー

ＶＤＳＬ方式

ケイ・オプティコム インターネットオフィス(固定グローバルＩＰアドレス8個)（02.10～ 39,800円）

（03.10～ 34,800円）

ケイ・オプティコム インターネットオフィス(固定グローバルＩＰアドレス1個)（02.10～ 31,290円）

（03.10～ 24,800円）

ケイ・オプティコム インターネットオフィス(固定グローバルＩＰアドレス16個)（03.10～ 54,800円）

ケイ・オプティコム インターネットオフィス(動的グローバルＩＰアドレス1個)（03.10～ 16,800円）

（04.9～ 4,762円）

（02.12～ 3,480円）

ケイオプティ・サイバーポート
eoメガファイバー イーサ方式
（01.6～ 3,480円）★

（02.12～ 2,980円）
eo光ネット（マンションタイプ）
VDSL方式 （05.8～ 3,124円）★

（05.7～ eo光ネット（ホームタイプ） 100Mコース）※

eo光ネット（ホームタイプ）100Mプレミアムコース(05.7～ 5,238円※）

eo光ネット（ホームタイプ） 1ギガコース（05.7～ 8,381円※）

（05.5～ 3,950円）

（05.5～ 3,350円）

（05.5～ 6,400円）

（02.12～ 7,800円）

（03.7～ 7,400円）
（04.5～ 6,600円）

※ ケイ・オプティコムの各サービスに「即割」を適用した料金は以下のとおり。

eo光ネット（ホームタイプ）（1ギガコース） 8,286円

eo光ネット（ホームタイプ）（２00Mコース） 5,238円

eo光ネット（ホームタイプ）（100Mコース） 4,667円

@nifty ひかりone・ホームタイプ 標準プラン（06.7～ 6300円）

@nifty ひかりone・マンションV8（06.7～ 4,100円） → @nifty auひかりに名称変更

@nifty ひかりone・マンションV16（06.7～ 3,800円） → @nifty auひかりに名称変更

@nifty ひかりone・マンションE8（06.7～ 3,700円） → @nifty auひかりに名称変更

@nifty ひかりone・マンションE16（06.7～ 3,400円） → @nifty auひかりに名称変更

@nifty ひかりone・ギガ得プラン（08.10～ 5,200円）

eo光ネット（マンションタイプ）
VDSL-S方式（07.10～ 3,695円）★

新規申込受付終了（09.12.8）

（01.6～ 3,980円）★

（04.9～ 3700円）★

(★：モデム買取の場合）

(08.7～ 200Mコース）

（04.5～ 4,300円）

eo光ネット（ホームタ

イプ）100Mライトコー

ス(11.12～ 3,809円）

マンション規模等の差異により、

利用料金も異なるため

利用料金の公表を中止

４　ＵＣＯＭ
（月額料金・円／月（税別））

480,000

340,000

260,000

180,000

50,000

30,000
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0
01.4 02.3 03.3 04.3 05.3 06.3 07.3 08.3 09.3 12.3

5,000

(03.3～ 3,300円)
(04.7～ 2,838円）

BROAD-GATE01 Type V

(02.10～ 3,900円） 「spaaqs光 マンションＶＤＳＬ100タイプ」に名称変更

「spaaqs光 マンションＬＡＮタイプ」に名称変更

「spaaqs光 ホームタイプ」に名称変更

07.10にサービス終了

（「光ビジネスアクセスIP8」に統合）

(07.9～ 3,314円）

光ビジネスアクセス ギガプラン IP1

（08.11～ 39,800円）

光ビジネスアクセス ギガプラン IP8（08.11～ 57,900円）

光ビジネスアクセス ギガプラン IP32（08.11～ 325,600円）

USEN BROAD-GATE02 光マルチアクセス200 （06.9～ 260,000円）

USEN BROAD-GATE02 光マルチアクセス500 （06.9～ 340,000円）

USEN BROAD-GATE02 光ギガビットアクセス （03.6～ 480,000円）

USEN BROAD-GATE02 光ビジネスアクセス IP32（02.12～ 180,000円）

USEN BROAD-GATE02 光ビジネスアクセス IP16（02.6～ 52,000円）

USEN BROAD-GATE02 光ビジネスアクセス IP8（02.6～ 32,000円）

USEN BROAD-GATE02 光ビジネスアクセス IP1（02.6～ 22,000円）

USEN BROAD-GATE02 サービスパック IP8（02.6～ 39,000円）

BROAD-GATE 01 ホームタイプ（02.10～ 5,700円）

BROAD-GATE 01 LANタイプ（02.10～ 4,800円）※注２

USEN BROAD-GATE01 HOME100（01.4～ 6,100円）

光ビジネスアクセス ギガプラン IP16（08.11～ 94,100円）
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■ＡＤＳＬ 

 

 

 

１　ＮＴＴ東日本
（月額料金・円／月（税抜き））

5,000

2,000

1,000

01.3 02.3 03.3 04.3 05.3 06.3 12.3

（注１）電話共用型の料金。ＩＳＰ料金、加入電話月額基本料、ＡＤＳＬモデムレンタル料は含まない。 （2012年3月現在）
（注２）１．５Ｍ以外でもマイラインプラスとのセット割引があるが、本図では記入していない。

4,000

3,000

0

破線部分はマイラインプラス

とのセット割引2,610円
破線部分はマイラインプラス

とのセット割引 2,340円
(04.2～)

1年目適用料金 1,800円

2年目以降適用料金 2,600円（青線部分）

（01.10～ 3,100円）

フレッツ・ＡＤＳＬ 8M

（01.12～ 3,100円）

フレッツ・ＡＤＳＬ モア(12Mタイプ)

（02.11～ 3,200円）

02.12～ 2,650円

フレッツ・ＡＤＳＬ モアⅡ(24Mタイプ)

（03.7～ 2,750円）

フレッツ・ＡＤＳＬ モアⅡ(40Mタイプ)

（03.12～ 2,750円）

フレッツ・ＡＤＳＬ モアⅢ(47Mタイプ)

（04.8～ 2,800円）

06.1 1年目割引メニュー廃止

フレッツ・ＡＤＳＬ エントリー(１Mタイプ)

（05.12～ 1,600円）

（01.7～ 3,800円）

フレッツ・ＡＤＳＬ 1.5M

（開始は00.12 01.2～ 4,050円）

（01.12～ 2,900円）

（02.12～ 2,600円）

02.12～

2,700円

２　ＮＴＴ西日本
（月額料金・円／月（税抜き））

5,000

2,000

1,000

01.3 02.3 03.3 04.3 05.3 12.3
（2012年3月現在）

（注１）電話共用型の料金。ＩＳＰ料金、加入電話月額基本料、ＡＤＳＬモデムレンタル料は含まない。
（注２）1.5M以外でもマイラインプラスとのセット割引があるが、本図では記入していない。
（注３）「フレッツ・ずっと割引」は自動適用、「フレッツ・あっと割引」は申込が必要なサービス。

4,000

3,000

0

（01.12～ 2,900円）

破線部分はマイラインプラス

とのセット割引 2,430円 ※ フレッツ・ずっと割引（04.4～）

●「モア40」の場合：

1年～2年目：2,831円(＋マイラインプラス割引を併用 2,547円）

2年超：2,682円（マイラインプラス割引を併用 2,413円）

（01.10～ 3,100円）

フレッツ・ADSL 8M

（01.12～ 3,100円）

フレッツ・ADSL モア(12Mタイプ)

（02.11～ 3,200円）

（03.3～ 2,900円）

フレッツ・ADSL モア24(24Mタイプ)

（03.7～ 2,980円、04.2～ 2,950円）

フレッツ・ADSL モア40(40Mタイプ)

（04.1～ 2,980円）

フレッツ・ADSL モアスペシャル(47Mタイプ)

（04.8～ 2,980円）

（01.7～ 3,800円）

フレッツ・ADSL 1.5M

（00.12～ 4,600円）

（01.2～ 4,050円）

破線部分はマイラインプラス

とのセット割引 2,610円

（03.3～ 2,800円）

（03.3～ 2,700円)

※ フレッツ・あっと割引（04.4～）

●「モア40」の場合：

2,682円（マイラインプラス割引を併用 2,413円）
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（出所）各事業者ウェブサイト 
 

  

３　Yahoo!BB（ソフトバンクＢＢ）、＠nifty＋イー・アクセス
（月額料金・円／月（税抜き））

6,000

5,000

4,000

2,000

1,000

0

01.3 02.3 03.3 04.3 05.3 06.3 06.10 08.8 12.3

（注）電話共用型の料金。ＩＳＰ料金を含む。NTT東西加入電話月額基本料、ＡＤＳＬモデムレンタル料、ＮＴＴ・ＡＤＳＬ回線使用料は含まない。
（2012年3月現在）

3,000

@ｎifty・イーアクセス 1.5M（H12.11開始(当初0.6M)、01.2～ 6,500円 1.5Mに変更）

（01.4～ 5,800円）

（01.9～ 3,980円）

（01.11～ 2,980円)

@ｎifty・イーアクセス 12Mコース

(02.10 ～ 3,380円）

@ｎifty・イーアクセス ライトコース

(03.05～ 1M 2,000円)

@ｎifty・イーアクセス ハイスピードコース

（03.7～ 24/26M 3,480円）

@ｎifty・イーアクセス ニュースタンダードコース

(04.2～ 47M 2,880円）

@ｎifty・イーアクセス エントリーコース

( 05.7～ 960k 1,780円)

@ｎifty・イーアクセス バリューコース

（06.10～ 12M 1,880円）

※イーアクセスエリア外はライトコースを提供

Yahoo!BB 8M（01.9～ 2,280円）

Yahoo!BB 12M（02.8～ 2,480円）
Yahoo!BB 26M(03.7～ 2,680円)

Yahoo!BB  45M(04.1～ 2,780円)

08.8新規受付終了

@ｎifty・イーアクセス 39Mコース

08.8～ 2,380円

@ｎifty・イーアクセス 50Mコース

08.8～ 2,880円

@ｎifty・イーアクセス

12Mコース 08.8～ 1,880円

(05.04～ 3M )
(06.06～ 5M )

（04.9～50M） （06.2～ 50M Revo開始）（04.11～50M）

（03.11～ 40M）
@ｎifty・イーアクセス 8Mコース

（01.11～ 3,280円）

@ｎifty・イーアクセス スタンダードコース

（03.7～ 3,280円）
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■ＣＡＴＶインターネット 
 

 

 

 
 

（出所）各事業者ウェブサイト 

  

１　ジュピターテレコム

（月額料金・円／月（税抜き））

6,000

5,000

2,000

1,000

0

01.3 02.3 03.3 04.3 05.3 05.10 07.10 08.3 09.03 10.03 12.03

（注）ケーブルモデムレンタル料含む。 （2012年3月現在）

4,000

3,000

J:COM NET 12Mコース（09.10～ 3,980円）

J：COM NET 30Ｍコース（03.9～ 5,500円）

J：COM Net （99.2～ 6,500円）

（03.9～ 4980円）
J：COM NET 8Mコース （03.4～ 5,500円）

J：COM ライトネット 256K（05.7～ 2750円）

（01.9～ 5,800円）
J：COM NET ウルトラ 160Mコース(07.9～ 6,000円)

J：COM ネット１Mコース 1M（09.03～ 2,980円）

受付終了

24Mコース（10.3末受付終了）

09.4より順次40Mへグレードアップ

09.4より順次24Mへグレードアップ

２　イッツ・コミュニケーションズ
（月額料金・円／月（税抜き））

01.3 02.3 03.3 04.3 05.3 05.10 07.10 08.3 09.03 10.03 12.03

（注）ケーブルモデムレンタル料は含まない。 （2012年3月現在

2,000

1,000

0

5,000

4,000

3,000

かっとびワイド30Ｍ

かっとびプラス8Ｍ（98.4～ 5,200

（01.11～ 2,500円）

かっとびジャスト512Ｋ（01.12～ 2,200円）

（04.11～ 1,000円）

（03.1～ 3,900円）

かっとびメガ160M（08.10～ 5,300円）

かっとびジャスト1M（時期不明～ 1,000円）
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■移動体データ通信（音声通話・データ通信双方が利用可能なプランの基本料金） 

 

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

95.11

97.2

95.12

99.498.6

※１ 1994年３月まではムーバ、1994年４月からプランＡ、2005年11月からタイプＳの料金。2012年3月サービス終了。
３Ｇは、2001年10月からFOMAプラン39、2005年11月からタイプSS。各種割引適用前。

※２ 1994年11月まではアナログの標準プラン、1994年12月からＰＤＣ標準プラン、1999年４月からコミコミoneエコノミー、2007年11月からプランSS。３Gは、2002年４月にコミコミoneエコノミー
（3980円） でサービスを開始、2003年11月からプランSS（３Gの専用プラン）。各種割引適用前。2011年9月、新規受付終了。

※３ 1994年４月からスタンダードプラン、1998年６月からトークパックライト。３Gは2002年12月から「ライトコールパック」、2006年10月からオレンジプランＳＳプラン。各種割引適用前。
※４ 基本料が50％割引となる「誰でも割」等を適用したプランＳＳシンプルの価格。3.9Gサービスは2012年9月から「LTEプラン」の料金（3Gと同価格）。
※５ 基本料が50％割引となる「ひとりでも割50」等を適用したタイプ ＳＳ バリューの価格。3.9Gサービスは2011年11月から「タイプXi」の料金。
※６ ケータイプラン。2011年5月、新規受付終了。これに伴い、イー・モバイルでの音声専用プランは全て新規受付を終了した。 ※７ ホワイトプラン。

01.10(3G) 03.11(3G)
02.12(3G) 3400円

3600円

05.11

94.4

94.12

97.6 98.12

99.6

11000円

8500

7500

16000円

6300

5500

4600

3500円

3980円

00.6

07.11

07.11 08.7

08.6

934円

1864円

7300

6200

5400

4500
4200

＝

8800

7800

6800

5800

4900

3900円

4600円

■ ＮＴＴ（ＮＴＴドコモ）
■ KDDI
■ ソフトバンクモバイル
■ イー・モバイル

（円）

97.7

06.10

2000

94.4

10000

07.1

※５

※４
1868円

※６

※１

※２

※３

08.3 953円

※７

12.03

1487円
11.11(3.9G)

（2012年12月現在）

（出所）各事業者ウェブサイト 
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■移動体データ通信（データ定額通信料） 

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

03年4月 04年4月 05年4月 06年4月 07年4月 08年4月 09年4月 10年4月 11年4月 12年4月

03.11
(a)EZフラット
¥4200

04.7
(a)●ダブル定額
▼¥2000

04.7
(a)●ダブル定額
▲¥5700

04.6
(D)パケ・ホーダイ
¥3900

05.8
(a)●ダブル定額ライト
▼¥1000

07.3
(e)●データプラン
¥5700

07.3
(S)パケットし放題
▲¥5700

07.7
(e)●ライトデータ
プラン
▲¥6171

07.7
(e)●ライトデータ
プラン
▼¥3314

08.8
(e)●データプラン21
¥6648

07.3
(D)●パケ・ホーダイフル
¥5695

08.3
(e)●スーパーライトデータプラン
▲¥5695

08.8
(e)●ライトデータプラン21
▲¥6648

08.2
▼¥2838

08.3
(e)●スーパーライト
データプラン
▼¥1905

12.6
(e)●G4
データプラン
¥5695

09.11
(e)●G4データプラン
(e)●▲G4スーパーライトデータプラン

07.3
(S)パケット定額（旧）
ブループラン
¥3900

06.10
(S)パケットし放題
▼¥980

08.10
(D)パケ・ホーダイダブル
▼¥980

11.11 (D)
●Xiパケ・ホーダイ
フラット ¥5700

09.11 (S)
●ケータイWi-Fi専用
パケット定額 ¥4200

08.12
(D)パケ・ホーダイ
新規受付終了

10.4
(S)●パケットし放題フラット
forスマートフォン

10.11
(a)●ISフラット
¥5200

11.3
(D)●パケ・ホーダイ
フラット

12.3
(e)●LTEフラット
¥4819

09.5
(D)▼¥467

09.8
(D)▼¥372
(a)●ダブル定額スーパーライト▼¥371
(S)パケットし放題S▼¥371

10.4 (S)●パケットし放題S
forスマートフォン（併存）
▼¥371

08.8
(e)●▼スーパーライ
トデータプラン21

09.11
(e)●▼G4スーパーラ
イトデータプラン

11.11
(D)●Xiパケ・ホーダイ
ダブル
▼¥2000

12.10 (S)●
パケットし放題
フラット
for 4GLTE
¥5700

12.10 (S)●
パケットし放題
for 4GLTE
▼¥2000

12.10 (S)●
パケットし放題
for 4GLTE
▲¥6200

12.8
(a)●LTEフラット
¥5700

09.7 (S)●▲パケットし放題S

10.4 (S)●▲
パケットし放題S
forスマートフォン
（併存）

08.10
(D)パケ・ホーダイダブル
▲¥5700

※ 下り21Mbpsに増速したサービス（HSPA＋）開始に伴い
「データプラン21」プランの表記に変更したため、値上
げとなっているが、従来料金のプランも存続している。

04.7
(a)■ダブル定額 ▼¥4200

08.10
(D)■パケ・ホーダイダブル
▲¥4200

07.3
(S)■パケットし放題
▲¥4200

11.11
(D)●Xiパケ・ホーダイ
ダブル
▲¥6200

※1 グラフは代表的なオプションのみを記載。金額はデータ通信定額オプションのみの金額（税抜）であり、携帯電話基本使用料金は含まない。
なお、長期契約割引等を適用する前の金額を計算している。
ただしイー・モバイルは、データ通信定額プランと基本料がセットとなっているので（除LTEプラン）、全プランでセット金額（税抜）を記載。

※2 NTT DoCoMo(D)は青色、au(a)はオレンジ色、ソフトバンクモバイル(S)は灰色、イー・モバイル(e)は赤色で記載。
※3 ●はフルブラウザ利用の場合。■はフィーチャーフォン向けブラウザ利用の場合。▲は二段階定額プランの上限金額、▼は下限金額を表す。
※4 グラフ未掲載だが、通信速度を下げたり、上限通信容量を引き下げたりする代わりに、より価格の安いプランを提供しているMVNOも存在する。

（2012年12月現在）

（円）

（出所）各事業者ウェブサイト  
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別添３ 
ＦＴＴＨサービス及びＡＤＳＬサービスに関するＮＴＴ東西の接続料の推移 

 
■加入ダークファイバ接続料 

 
 
 
 
 
 
■ドライカッパ接続料 
 

 

平成13
年度 

平成14
年度 

平成15
年度 

平成16
年度 

平成17
年度 

平成18
年度 

平成19
年度 

平成20
年度 

平成21
年度 

平成22
年度 

平成23
年度 

平成24
年度 

平成25
年度 

NTT東日本 
（マンション向け一芯接続料） 

5,074 5,074 5,074 5,074 5,074 5,074 5,074 4,610 4,610 4,610 4,194 3,403 3,380

NTT西日本 
（マンション向け一芯接続料） 

5,074 5,074 5,074 5,074 5,074 5,074 5,074 4,932 4,932 4,932 4,784 4,357 3,426

NTT東日本 
（戸建て向け一芯接続料） 

5,044 5,020 5,020 5,020 5,020 5,020 4,576 4,260 4,240 4,179 3,756 3,013 2,986

NTT西日本 
（戸建て向け一芯接続料） 

5,044 4,987 4,987 4,987 4,987 4,987 4,587 4,522 4,493 4,368 4,298 3,846 3,055

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

1366 

1334 
1311 

1285 1285 

1323 

1394 

1272 
1298 

1368 
1405 

1393 
1383 

1383 

1378 
1391 

1343 
1354 

1000

1050

1100

1150

1200

1250

1300

1350

1400

1450

平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 

NTT東日本 NTT西日本 

（円） 

※ 回線管理運営費を含まない。 
※ シングルスター及びシェアドアクセスの接続料は、７年間（平成１３年度～１９年度）又は３年間（平成２０年度

～２２年度、平成２３年度～２５年度）を算定期間とする将来原価方式により算定。 
※ シェアドアクセスについては局外スプリッタ料金（平成１８年度までは将来原価方式、平成１９年度以降は実績

原価方式で算定）を含み、引込線料金（加算料）を含まない。 
※ 平成２５年度接続料については、局外スプリッタ料金の更新（シェアドアクセスのみ）及び乖離額の調整によ

り、変更となる予定。 

(平成 24 年 4 月時点) （円/月） 

（適用年度） 
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■ラインシェアリング接続料 

 
 

 

120 

97 92 

79 79 
75 72 77 

88 

113 

104 
100 

89 
89 

84 84 

81 
89 

0

20

40

60

80

100

120

140

平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 

NTT東日本 NTT西日本 

※ 回線管理運営費を含む。 
※ 各年度の４月１日時点での適用料金。 
※ 平成２２年度以降、接続料原価に調整額を算入。 

（円） 

※ 回線管理運営費を含む。 
※ 各年度の４月１日時点での適用料金。 
※ 平成２２年度以降、接続料原価に調整額を算入。 

（適用年度） 
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